
和歌山市こども計画の進捗状況について

（１）こども・子育て施策の展開（計画第４章部分）進捗状況

資料１（１）



体系
ペー
ジ番
号

施策名 担当課 内容 指標項目
令和７年度
予算額（千

円）

令和７年度の実施状況と課題、
こども・若者・子育て当事者への意見聴取、
今後の取組方針等

今後の
方向性

1 1-(1) p71

こども家庭センター
母子保健部門事業
（妊婦等包括相談支
援事業）

地域保健課

市内４か所の保健センター内に設置し、妊娠届
出の受理及び母子健康手帳等の交付を行うとと
もに、助産師等の専門職による面接を実施し、
妊産婦及び乳幼児に包括的な支援を行います。
また、妊娠７か月頃の妊婦に対してアンケートを
実施し、希望者には出産までに面談を行いま
す。

ー 48,217
妊娠届出の受理時に助産師等の専門職による面接を
実施し、妊娠期から子育て期までの切れ目のない包括
的な支援に努める。

2.継続

2 1-(1) p71
こども家庭センター
運営事業

こども家庭セ
ンター

こども家庭センターでは、妊娠期から子育て期
までの切れ目のない支援を一元的に提供し、相
談対応、情報提供、関係機関との連携調整など
を行います。
特に支援を必要とする家庭に対しては、個別の
支援計画（サポートプラン）を作成し、継続的な
フォローアップを実施します。

サポートプラン
の作成数

30 ％ 34.9 ％ 0

毎月5回合同ケース会議を開催し、支援計画（サポート
プラン）作成の必要がある世帯を検討している（合同
ケース会議35回、サポートプラン作成世帯89世帯（令
和7年10月末時点））。課題としては、新たな地域資源
の開拓が難しく、必要な地域資源の提供ができていな
い。引き続き、保健センターと連携し、妊娠期から子育
て期までの切れ目のない支援を実施していく。

2.継続

3 1-(1) p71 妊産婦健康診査 地域保健課

妊産婦健康診査費用の一部を公費負担すること
で、全ての妊産婦が適切な健康管理を行えるよ
う支援します。また、妊娠届出時には、健康診査
の重要性を説明することで、受診を推奨します。
さらに、従来の検査項目に加え、新生児聴覚検
査及び１か月児健康診査の公費負担を検討しま
す。

受診率 98.7 ％ 100 ％ 94 ％ 256,731

妊産婦健康診査費等に要する費用の一部を助成し、
妊産婦及び乳幼児の健康管理の充実に努めている。
R７年度からは、従来の検査項目に加えて、新生児聴
覚検査及び１か月児健康診査についても助成を開始し
た。

2.継続

4 1-(1) p72
助産施設入所事業
の実施

こども家庭セ
ンター

保健上必要があるにも関わらず、経済的理由に
より入院助産を受けることができない妊産婦に
対し、助産施設での入院・出産を支援します。ま
た、関係機関と連携した取組を進めます。

ー 5,112

関係機関と連携を密に取り、適切な入院助産を実施。
また、産前産後訪問を実施することで、家庭状況の把
握や養育環境の確認を行っている（4件（令和7年10月
末時点））。課題としては、パートナーの存在を把握し、
継続に妊婦とかかわっているが助産費用の支払いを
渋るケースが見られることがある。
今後も継続的に関係機関と連携し、入院助産の必要
性を検討していく。

2.継続

5 1-(1) p72
妊産婦・母性・女性
の健康支援

地域保健課

保健センターの総合相談窓口や健康相談等に
おいて女性の健康に関する相談を実施します。
また、妊娠届の受付時等に保健師・助産師が全
員に面接を行い、健康相談を実施します。
引き続き、妊娠初期からの支援体制の充実に努
めます。

ー 0

各保健センターの総合相談窓口や健康相談等におい
て女性の健康に関する相談を実施している。また、妊
娠届出時等に保健師・助産師等が全員に面接を行い、
健康相談を実施している。引き続き、妊娠初期からの
支援体制の充実に努める。

2.継続

6 1-(1) p72 産後ケア事業 地域保健課

産後１年未満の母子を対象に、宿泊型・デイ
サービス型の産後ケアを継続して実施します。
加えて、より多くの母子が利用しやすいよう、ア
ウトリーチ型（訪問型）の産後ケアの実施を検討
します。
医療機関等と連携し、心身のケアや育児サポー
ト、授乳指導等を行い、産後の不安解消と育児
負担の軽減を図ります。

ー 15,774

産後１年未満の母子を対象に、宿泊型、デイサービス
型（通所）、アウトリーチ型（訪問型）による産後ケアを
実施。R７年度より開始したアウトリーチ型については、
少しずつ利用者が増加している状況である。引き続
き、産後の不安解消や育児負担の軽減を図るように努
める。

2.継続

令和１１年度
目標値

（計画策定時）

令和５年度
実績

（現状値）

令和７年度
実績

(令和７年10月
末現在)

ー ー ー

ー

ー ー ー

ー ーー

ーーー
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7 1-(1) p72
こんにちは赤ちゃん
事業・新生児訪問指
導

地域保健課

助産師等の訪問員が、乳児がいる全ての家庭を
訪問し、育児等に関する様々な不安や悩みを聞
き相談に応じるとともに、子育て支援に関する必
要な情報提供等を行います。
また、希望者に対し、助産師や保健師による新
生児訪問指導を行います。

訪問率 86.9 ％ 100 ％ 88.2 ％ 14,138

出生届出時に提出する出生連絡票をもとに、訪問員が
家庭訪問を実施している。出生連絡票未提出者につい
ては、電話連絡にて訪問を勧奨し、全戸訪問を目指
す。
新生児訪問指導については、電子申請（LoGoフォー
ム）で手続きが可能となるように準備を進めている。

2.継続

8 1-(1) p72 妊婦教室 地域保健課

出産を迎える妊婦及びその家族等を対象に、妊
娠・出産・育児に関する正しい知識の普及を図る
妊婦教室を各保健センターで実施します。
妊娠・出産・育児に関する正しい知識の普及を
図るとともに沐浴実習や妊婦体験等を実施し、
前向きに出産・育児に臨めるよう支援を行いま
す。

実施回数 22 回 24 回 0

各保健センターにおいて妊婦教室を実施し、出産を迎
える妊婦やその家族に対し、妊娠・出産・育児に関する
正しい知識の普及を図るとともに沐浴実習や妊婦体験
などを実施している。引き続き前向きに出産・育児に臨
めるよう支援を行う。

2.継続

9 1-(1) p72 育児支援事業 地域保健課

各保健センターにて０歳児及び多胎児を対象に
した育児支援事業を開催します。
また、子育て支援拠点施設等、地域に出向いて
の育児相談を行います。
子育て中の親子が孤立することなく、交流を図
り、地域で仲間づくりができるように支援します。
こどもの成長発達や子育てに関する知識の普及
啓発を図り、育児に対する悩みや不安の軽減に
努めます。

実施回数 45 回 100 回 144

各保健センターにおいて、乳児を持つ保護者を対象に
０歳児交流会を開催している。また、子育て支援拠点
施設や地域からの依頼があれば出向いて育児相談を
実施している。地域での仲間づくりや育児相談・育児指
導を通じ、保護者の育児不安の軽減に努めている。

2.継続

地域保健課 0
養育支援が必要と判断された家庭に対し、こども家庭
センター（児童福祉部門）やその他関係機関と連携を
図りながら、家庭訪問等で支援を行う。

2.継続

こども家庭セ
ンター

1,080

養育が必要な家庭に対し、家庭訪問や来所、電話にて
相談支援を実施するとともに、各関係機関と連携し、家
庭状況の早期把握と早期支援、継続的見守りを実施
し、育児不安・負担の軽減及び児童虐待の未然防止、
早期発見を行った（6,155件（令和7年10月末時点））。
課題としては、家族形態や社会情勢の変化に伴い、支
援が必要な世帯や専門的な支援が必要な世帯が増加
している。ヘルパー派遣事業については、利用者の
ニーズに合わない場合もあり、新たな事業所やヘル
パーの確保が課題となる。
今後も関係機関と連携を密にし、養育支援が必要な世
帯を適切な支援につなげる。

2.継続

10 1-(1) p73
養育支援訪問事業
の充実

ー

母子保健事業や関係機関からの連絡・通告等に
より把握され、養育支援が必要と判断された家
庭に対し、こども家庭センターを中心に、関係機
関と連携を図りながら、育児負担の軽減及び児
童虐待の未然防止、予防のための支援を行いま
す。
また、保護者の病気や障害などの理由により、
家事や育児が十分でない家庭に対し、ヘルパー
を派遣し、ヘルパーと一緒に作業することで、保
護者の家事能力や育児能力の向上を図ります。
児童福祉と母子保健の連携がより必要な家庭に
対して、支援内容を記載したサポートプランを作
成します。支援機関と保護者で共有することで、
課題や問題点の明確化を行い、支援につなげや
すくします。

ー

ー

ー ーー
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11 1-(1) p73
妊産婦・乳幼児の訪
問指導

地域保健課

家庭訪問を必要とする対象者に対し、継続的な
訪問を行い、個々の世帯に応じた支援を行いま
す。
支援を要する対象者の家庭環境や問題点を把
握し、虐待等の発生を未然に防ぎます。

ー 0
個別での支援が必要な妊産婦や乳幼児に対して、引
き続き訪問指導を行う。

2.継続

妊婦の喫煙率 2.9 ％ 0 ％ 2.2 ％ 0

妊婦の飲酒率 0.6 ％ 0 ％ 0.5 ％ 0

13 1-(2) p74 予防接種 保健対策課

接種医療機関や学校等、関係機関との関係を
強化し、連携・情報共有を密に行い、定期予防
接種の接種率向上を図ります。
麻しん・風しん混合（ＭＲ）ワクチンについては、
海外からの輸入症例を契機とした感染拡大を防
ぐため、未接種者への個別勧奨を強化します。

ー

682,299
（子どもの予

防接種に係る
予防接種委

託料）

麻しん・風しん混合（MR）ワクチンについて、ワクチン供
給体制の問題から定期接種を逃した方を対象に、接種
期間の2年間延長を行っている。また未接種者には個
別通知又は広報にて接種勧奨を行った。今後も関係
機関と連携を図り、定期予防接種の接種率の向上に努
めていきます。

2.継続

14 1-(2) p74
乳幼児歯科健診及
びむし歯予防の充
実

地域保健課

１歳６か月児健診及び３歳児健診において、歯
科健診、歯科保健指導を実施します。
また、２歳６か月児を対象に、歯科健診とともに
歯科保健指導を強化し、歯磨き習慣の形成やよ
い食習慣、また口腔機能についての指導を各保
健センターで実施し、多数のむし歯がある幼児
を減らすことに努めます。

むし歯のない
幼児（３歳児）
の割合

90.4 ％ 95.0 ％ 89.9 ％ 2,605

従来から実施している歯科健診に加えて、令和７年度
から、２歳６か月児歯科健診時に希望者に対するフッ
素塗布を実施している。また、１回目のフッ素塗布から
半年程度経過後に再度フッ素塗布を実施し、むし歯の
ある幼児の減少と歯科保健指導の強化を目指す。

1.充実

15 1-(2) p74
乳幼児の事故防止
に向けた取組の充
実

地域保健課

乳幼児健康診査や健康教育、家庭訪問等の
様々な機会を通し、発達段階に応じた事故予防
の啓発を行います。
保健指導やパンフレットの配布を通して、乳幼児
にとっての家庭内での危険な場所やもの（潜在
的なものも含む）などについての理解を深め、事
故予防の啓発を推進します。
乳幼児の家庭内における事故予防や心肺蘇生
法等に関する正しい知識・技術の普及・啓発に
努めます。

ー 16

こどもの心肺蘇生に関する講習会を開催し、事故予防
や救命措置等に関する知識・技術の普及啓発に努め
ている。保健センター内には、パンフレットやパネル等
を掲示し、来庁者への周知を進めるとともに、乳幼児
健康診査や健康教育、家庭訪問等の様々な機会を通
して、発達段階に応じた事故予防の啓発を引き続き行
う。

2.継続

地域保健課
妊婦の禁煙・禁酒の
啓発・指導

p741-(2)12

母子手帳交付時にチラシを配布し情報提供する
とともに各保健センターで実施している妊婦教
室においてもチラシを配布し、禁煙・禁酒の啓
発・指導を実施します。
また、パートナーへの働きかけも強化し、妊婦の
禁煙・禁酒をサポートする環境づくりを推進しま
す。

ー ー

母子手帳交付時にチラシを配布し情報提供するととも
に各保健センターで実施している妊婦教室においても
チラシを配布し、禁煙・禁酒の啓発・指導を実施してい
る。

2.継続

ー

ーーー

ー ー ー
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16 1-(3) p75
乳幼児健康診査事
業

地域保健課

４か月児、10か月児、１歳６か月児、３歳児に対
する健康診査を各保健センターで実施し、疾病
や障害の早期発見及び乳幼児の心身の健全な
発育・発達を促すとともに、保護者の育児不安の
軽減を図ります。
健診未受診者に対しては、電話や訪問等で状況
把握を行い、対象児の全数把握に努めます。
出産後から就学前までの切れ目のない健康診
査の実施体制づくりを目指すため、１か月児健
診や５歳児健診の導入を検討し、健診体制の充
実を図ります。

受診率 98.3 ％ 100 ％ 98.6 ％ 43,599

４か月児、１０か月児、１歳６か月児、３歳児に対する健
康診査を各保健センターで実施し、疾病や障害の早期
発見及び乳幼児の心身の健全な発育・発達を促すとと
もに、保護者の育児不安の軽減に務めている。令和７
年度より１か月児健康診査の費用助成を実施してお
り、出産から切れ目ない健診体制に努めている。

2.継続

17 1-(3) p75
乳幼児発達支援の
充実

地域保健課

心理面・行動面の発達に気がかりな乳幼児とそ
の保護者に対し、適切な指導を行うことによりこ
どもの発育・発達を促し良好な親子関係の構築
と育児不安の軽減を図るため、個別の発達相談
を実施するとともに親子遊びを通じた集団指導
を各保健センターで実施します。
発達相談の結果、必要に応じて経過観察を継続
し、状況に応じて保育所等と連携するとともに、
児童発達支援センターや医療機関等、関係機
関を紹介します。

ー 9,948

１歳６か月児健診、３歳児健診時に、必要に応じて発達
相談員による面接を実施。また、健診以外にも個別発
達相談日を開設し、乳幼児の発達相談を実施するとと
もに親子教室として親子遊びを通じた集団指導を実施
している。引き続き、発達相談・親子教室を実施する。

2.継続

地域保健課 6,904

市内の幼稚園、保育所、認定こども園に通う年長児を
対象に、各園を巡回訪問し、こどもの行動観察を実施
した。これらの園児と、それ以外の年長児も対象に加
え、育児支援を行い、発達障害の早期発見に努めると
ともに、支援が必要と判断したこどもについては教育委
員会に情報提供し、円滑な就学につなげている。
現在、５歳児健診の実施に向けて検討を行っている。

1.充実

学校支援課 ー

市内の公立幼稚園に通う年長児を対象に各園を巡回
訪問して子どもの行動観察を行った。また、必要に応じ
て小学校への情報提供を行い、円滑な就学につなげ
た。

2.継続

保育こども園
課

0

市内の保育所（園）・こども園に通う年長児を対象に各
園を巡回訪問して子どもの行動観察を行った。また、
必要に応じて小学校への情報提供を行い、円滑な就
学につなげた。

2.継続

18 1-(3) p76

市内の幼稚園・保育所・認定こども園等に通う年
長児を対象に、各園を巡回訪問してこどもの行
動観察を行い、必要に応じて個別の発達相談を
実施し、発達障害の早期発見と円滑な就学につ
なげることを目指します。
また、夏に幼稚園・保育所・認定こども園の５歳
児担当先生と市立小学校１年生担任を対象とし
た研修会を実施します。５歳児健診の実施を含
め実施方法を検討します。

５歳児相談事業 ー

ー ーー

ーー ー
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19 1-(3) p76
学校定期健康診断
事業

給食管理課
（策定時・保健
給食管理課）
→学校支援課

小・中学校等においては、保健調査や健康観察
等から児童生徒の健康状態を把握し、健康診断
を実施してその結果に基づき治療勧奨をすると
ともに、健康相談等を活用し、健康の保持・増進
に努めます。
市医師会学校医部会や市歯科医師会と連携し、
指導助言を受け、協力を得ながら実施します。

ー 96,633

小・中学校等においては、保健調査や健康観察等から
児童生徒の健康状態を把握し、健康診断を実施してそ
の結果に基づき治療勧奨をするとともに、健康相談等
を活用し健康の保持・増進に努めてる。治療を勧奨し
ているが、稀に受診に至らない家庭があることが課題
である。引き続き健康診断を実施し、児童生徒の健康
の保持増進に努める。

2.継続

20 1-(4) p77
マタニティクッキング
教室

地域保健課

妊婦とそのパートナーを対象に、妊娠中の食生
活の重要性を普及・啓発するとともに、将来の生
活習慣病予防につながる食生活について学ぶ
機会を提供することを目的として、各保健セン
ターにおいてマタニティクッキング教室を開催し
ます。
妊娠中だけでなく、食事は生涯を通じた健康づく
りにつながるため、対象者の食に関する意識
や、教室に対するニーズを把握し、内容の充実
を図ります。

実施回数 4 回 4 回 3 回 0
妊婦とそのパートナーを対象に食生活について学ぶ料
理教室を開催している。引き続き、妊娠中の食生活の
重要性の普及・啓発を行う。

2.継続

21 1-(4) p77 離乳食講習会 地域保健課

離乳食に関する必要な知識の普及を図るため、
妊産婦や乳児を持つ家庭を対象に、各保健セン
ターで離乳食講習会を開催し、こどもの発育・発
達を促し、育児不安の軽減に努めます。
離乳食の進め方などの動画をホームページで
掲載するなど、ＳＮＳを使った啓発を充実させま
す。

実施回数 16 回 16 回 10 回 0

離乳食に関する必要な知識の普及を図るため、妊産
婦や乳児を持つ家庭を対象に、各保健センターにおい
て、離乳食講習会を開催している。本事業を通じ、こど
もの発育・発達を促し、育児不安の軽減に努める。

2.継続

22 1-(4) p77
妊産婦、乳幼児の食
育の推進

地域保健課

栄養士による相談・指導を、乳幼児健康診査事
業、離乳食講習会、育児支援事業、妊婦教室等
で行うことで、家庭での食事を通じた健康づくり
の支援を行います。
また、それらの機会に望ましい食生活に関する
資料・情報の提供を行います。

ー 0
乳幼児健康診査や離乳食講習会、育児支援事業、妊
婦教室等各種事業を通じて、食生活に関する情報提
供を行っている。

2.継続

23 1-(5) p78
小児救急医療体制
の充実

総務企画課

和歌山市夜間・休日応急診療センターにおける
市民サービスの向上に寄与し、市報、ラジオ、
ホームページ等を活用し情報提供を行います。
感染症等の流行による受診者数の増加に応じ
て、夜間・休日応急診療センターの診療体制を
強化するなど柔軟に対応します。
和歌山市夜間・休日応急診療センターとの連携
を継続し、救急医療体制の確保に努めます。

小児救急医療
の満足度

80.5 ％ 90 ％ 74.7 ％ 0

【実施状況】
和歌山市夜間・休日応急診療センターにおける市民
サービスの向上に寄与し、市報、ラジオ、ホームペー
ジ、SNSを活用し情報提供を行った。
【課題】
感染症の流行によって受診者数が増加するため、夜
間・休日応急診療センターの診療体制について柔軟に
対応する必要がある。
【今後の取組方針】
和歌山市夜間・休日応急診療センターとの連携を継続
し、救急医療体制の確保に努める。

2.継続

ー ー

ー ー ー

ー
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24 1-(5) p78
周産期ネットワーク
事業

総務企画課

限られた医療資源を効果的に活用するため、分
娩医療機関、健診医療機関とのセミオープンシ
ステムでの役割分担を図り、安定的な周産期医
療体制の確保に努めます。
周産期に関連する医療機関と保健所・保健セン
ター・各市町村・県・地域の関係機関との協議会
を開催し、情報共有や連携を図ります。

ー 18,452

周産期医療ネットワーク協議会を開催し、周産期に関
わる医療機関、保健所、保健センター、各市町、県な
ど地域の関係機関と連携を図った。

今後も協議会を年１回開催し、和歌山・有田保健医療
圏における産科医療の現状について情報共有を行うと
ともに、関係機関との連携を図っていく。

2.継続

25 2-(1) p79
一時預かり事業の
充実

保育こども園
課

申請手続きの簡素化や利用者負担軽減事業の
実施により、保護者の利便性向上と経済的負担
の軽減を図ります。
多様なニーズに対応できるよう、一時預かり事
業の充実に努めます。

実施か所数 36
か
所

37
か
所

34
か
所

67,281
多様なニーズに対応できるよう、引き続き、一時預かり
事業の充実に努めます。

2.継続

26 2-(1) p79
夜間養護等事業の
充実（トワイライトス
テイ）

こども家庭セ
ンター

保護者が仕事等により夜間や休日に家庭でこど
もを養育できない場合、児童養護施設でこども
を預かり、食事等の提供を行います。

延べ利用人数 10 人 210 人 45 人 290

利用者が固定化され、受入施設との関係も良好なた
め、利用希望日での利用ができている状況（延べ日数
51日（令和7年10月末時点））。
今後については、利用状況に応じ、新たな受入先の開
拓を検討していく必要がある。

2.継続

延べ利用人数 167 人 290 人 146 人

延べ利用日数 358 日 630 日 315 日

依頼会員数 1,073 人 1,000 人 1,059 人

提供会員数 374 人 400 人 467 人

29 2-(2) p80
地域子育て支援拠
点事業

子育て支援課

主に未就園児とその保護者を対象に、こどもや
親同士の交流の場を提供し、育児相談や子育て
支援に関する情報提供等を行うことで、子育て
家庭の孤立を防ぎます。
ＳＮＳや健診時でのチラシ配布等により認知度
向上に取り組みます。

延べ利用者数 103,630 人 100,400 人 61,095 人 78,261

前年から引き続き交流の場の提供、イベント・講座等を
実施している。
今後も未就園児とその保護者の子育てを支援するた
めに継続して実施していく。

2.継続

27

保護者が病気、出産、介護、レスパイト等で一時
的に養育が困難になったとき、こどもを児童福祉
施設等で一時的に預かり、生活の援助を行いま
す。

こども家庭セ
ンター

短期入所生活援助
事業（ショートステ
イ）の充実

28 2-(1) p79
ファミリー・サポート・
センター事業

子育て支援課

スタッフ会員数の増加に努め、より一層安心・安
全で利用しやすい制度になるよう努めます。
さらなる広報等に努め、利用者を増やすことで、
子育て世帯のサポートを行い、子育て環境日本
一に向け充実を図ります。

今後も広報活動を継続し、事業の周知に努め、保護者
のリフレッシュや育児の負担軽減のサポートを行いま
す。

2.継続

新たに自立援助ホームとも委託契約を行い、受入施設
の開拓を行っている（延べ日数302日（令和7年10月末
時点））。受入施設等の拡充を行っているが、利用希望
日に空きがない等利用に至らない場合があることが課
題である。
今後も、里親委託の利用促進のための委託要件の見
直しや運用面の見直しを行うなど、利用者が利用しや
すい制度となるように検討が必要であると考えらえる。

2.継続p792-(1)

ー ー ー

8,605

3,292
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30 2-(2) p80
三世代同居・近居促
進事業

子育て支援課

三世代で新たに同居又は近居するための住宅
を取得する場合や同居するための住宅をリ
フォームする場合に、費用の一部を助成します。
事業の適切な広報を行うことで、和歌山市への
移住・定住の促進や親子の孤立を防ぎます。

助成件数 22 件 12 件 3 件 3,300
今後も継続して適切に広報を行い、移住・定住の促進
や親子の孤立を防ぎます。

2.継続

31 2-(2) p80
和歌山信愛短期大
学との連携による地
（知）の拠点事業

こども家庭セ
ンター

和歌山信愛短期大学に設置されている、「木の
おうち」での親子の交流の場の提供や子育て広
場の開催等を連携して実施します。
「木のおうち」での受入世帯の規模等運営につい
て、大学側と協議し、より充実したサービスの提
供を図るとともに、次世代の子育て支援人材の
育成にもつなげます。

ー 162
保育士を派遣し、「木のおうち」を実施できている。
令和8年度から和歌山信愛短期大学が閉校されること
に伴い、「木のおうち」が終了となる。

3.見直し
(検討)

32 2-(2) p80
認定こども園及び保
育所の園庭開放

保育こども園
課

各園において随時園庭開放を実施し、認定こど
も園及び保育所のこどもと地域のこどもがふれ
あいながら遊び、交流を図る機会を提供します。
園庭開放を通じて、地域の子育て家庭への相談
支援や情報提供の機会としても活用し、地域に
開かれた子育て支援の拠点としての機能を強化
します。

ー 0

引き続き、各園において随時園庭開放を実施し、認定
こども園及び保育所のこどもと地域のこどもがふれあ
いながら遊び、交流を図る機会を提供します。
園庭開放を通じて、地域の子育て家庭への相談支援
や情報提供の機会としても活用し、地域に開かれた子
育て支援の拠点としての機能を強化していきます。

2.継続

33 2-(2) p81
保育所等地域活動
事業

保育こども園
課

各園において、行事やレクリエーションを通し
て、地域の方々との世代間・異年齢児による交
流ができる機会を創出します。
こどもたちの社会性や思いやりの心を育むととも
に、地域全体で子育てを支える意識の醸成を図
ります。

実施か所数 60
か
所

60
か
所

60
か
所

0

各園において、行事やレクリエーションを通して、地域
の方々との世代間・異年齢児による交流ができる機会
を作っていきます。
こどもたちの社会性や思いやりの心を育むとともに、ま
た、地域全体で子育てを支える意識の醸成を図ってい
きます。

2.継続

34 2-(2) p81
市立幼稚園「未就園
児のつどい」の開催

学校教育課

幼稚園が家庭や地域社会との連携を深め、幼稚
園の機能や施設を開放し、未就園児の保育活動
など地域における子育て支援活動の推進を図り
ます。

参加者人数 1,130 人 1,400 人 601 人 0

各公立幼稚園で毎月複数回「未就園児のつどい」を開
催してた。
引き続き、、幼稚園の機能や施設を開放し、未就園児
の保育活動など地域における子育て支援活動の推進
を図る。

2.継続

35 2-(2) p81
地域等子育て連携
事業

こども家庭セ
ンター

本町子育てパークや砂山ほんわカフェ等を活用
し、遊びを通して親子間の良好な関係の構築を
促進するとともに、同年代のこどもを育てる保護
者同士の交流の場を提供し、仲間づくりを支援し
ます。
また、気軽に相談できる環境を提供します。

参加世帯数 2,030
世
帯

2,300
世
帯

1,187
世
帯

8,519

毎月保育士が中心になり、本町子育てパークや砂山
ほんわカフェ等において、手遊びやリズム遊び、季節
の制作などを実施。親子間の良好な関係の構築及び
同じ子育てをする保護者同士の交流、仲間づくりの場
の提供を行っている。課題としては、本町子育てパーク
の予約の方法が電話のみとなっているため、予約日の
対応が職員総出で行っている。
今後も、引き続き、遊びを通して親子のかかわりや仲
間づくりの支援を行っていく。

2.継続

ー ー ー

ーーー
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36 2-(2) p81
こどもや親子の交流
の場づくり事業

生涯学習課

こどもや親子を対象にした講座や教室を開催す
ることで、コミュニティセンター等をこどもや子育
て世代の交流の場や居場所づくりとして活用し
ます。
各種講座や教室を通して、こどもや親子の交流
の場として活用し、居場所づくりに努めます。

開催回数 231 回 200 回 169 回 366

こどもや親子を対象にした講座や教室を開催すること
で、コミュニティセンター等をこどもや子育て世代の交
流の場や居場所づくりとして活用します。
各種講座や教室を通して、こどもや親子の交流の場と
して活用し、居場所づくりに努めます。

2.継続

37 2-(2) p81
地域とともにある学
校づくり

学校教育課

各学校がコミュニティ・スクールを通して家庭や
地域社会と連携・協働しながらこどもたちの成長
を支え「地域とともにある学校づくり」を進めま
す。
また、学校運営に地域の声を積極的に生かし、
地域と一体となって特色ある学校づくりを進めま
す。

学校開放月間
中の来校者数

26,213 人 37,000 人 29,114 人 347

今年度も「学校開放月間」を実施した。
今後も、コミュニティ・スクールを通して家庭や地域社
会と連携・協働しながらこどもたちの成長を支え「地域
とともにある学校づくり」を進める。
また、学校運営に地域の声を積極的に生かし、地域と
一体となって特色ある学校づくりを進める。

2.継続

38 2-(2) p81 児童館の運営 子育て支援課
こどもに健全な遊びを提供し、人間関係の育成
に努め、健康の増進や情操を豊かにすることを
推進します。

延べ利用児童
数

46,088 人 60,000 人 30,928 人 179,081
今後もこどもに健全な遊びを提供し、人間関係の育成
に努め、健康の増進や情操を豊かにすることを推進し
ます。

2.継続

男女共生推進
課

151

男女共同参画意識の啓発のために講座やセミナー
を開催している。今後もあらゆる場を通して、幅
広い世代を対象に、男女共同参画について親しみ
やすく分かりやすい講座や啓発を行っていく。

2.継続

学校支援課 0
道徳の授業など教育活動全体で発達段階に応じて
指導を行っていく。

2.継続

40 2-(3) p83
男女共同参画推進
行動計画に基づく施
策の推進

男女共生推進
課

和歌山市男女共同参画推進行動計画に基づ
き、男女共同参画に関する様々な施策を継続し
て推進します。
男女共同参画推進行動計画の進捗状況を確認
し、男女共生推進協議会において委員の意見を
参考にした上で計画に基づき、各種様々な取組
を行います。

目標達成率 99.5 ％ 100 ％ 6,540
和歌山市男女共同参画推進行動計画に基づき、施策
に取り組んでいる。今後も引き続き施策を推進する。

2.継続

41 2-(3) p83
学校行事への参加
促進

学校教育課

学校行事に保護者の参加を呼びかけ、学校教
育や児童生徒の学校生活に対して関心を持つ
ように促します。
保護者向けのプログラムの検討や、参加しやす
い日程設定など、保護者が参加しやすい環境づ
くりに努めます。

小・中学校休
日学校行事の
実施率

51.4 ％ 100 ％ 59.2 ％ 0

休日に学校行事を行った。
今後も、保護者向けのプログラムの検討や、参加しや
すい日程設定など、保護者が参加しやすい環境づくり
に努める。

2.継続

39 2-(3) p83
男女平等意識の啓
発

講座・セミナーの開催、情報誌やホームページ、
ＳＮＳを活用し幅広い世代を対象に、性別による
役割分担意識の解消と男女平等に関する意識
啓発を行います。
学校教育においては、道徳の授業等を通じ、教
育活動全体で発達段階に応じて指導を行いま
す。

％100％100％100
道徳・各教科
活動における

指導率

未定
（R８年度調査
のため）
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ペー
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号
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実績
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実績

(令和７年10月
末現在)

42 2-(3) p83
みんなで子育て推
進事業

子育て支援課

主に夫婦や子育て中の方を対象に、夫婦・家族
が協力して家事・育児を行うことの大切さについ
て考えるきっかけづくりとなるようなワークショッ
プやセミナー（家計改善や子育てとお金に関す
るものを含む）を行います。

夫婦・パート
ナーで仕事と
子育ての両立
について考え
るきっかけと
なった参加者
の割合

90.7 ％ 100 ％ 0 ％ 750

令和７年度中に、主に夫婦や子育て中の方を対象に、
夫婦・家族が協力して家事・育児を行うことの大切さに
ついて考えるきっかけづくりとなるようなワークショップ
やセミナー（家計改善や子育てとお金に関するものを
含む）を実施予定。

2.継続

43 2-(3) p83
企業・事業者に対す
るワーク・ライフ・バ
ランスの普及・啓発

産業政策課

仕事と家庭生活の調和（ワーク・ライフ・バラン
ス）の考え方に加え、職場環境整備のための助
成金やくるみん認定制度等の各種制度につい
て、企業向けの研修会や就職支援事業など、多
様な機会を通じて周知・啓発します。

啓発回数 3 回 3 回 2 回 300

和歌山市人権啓発企業連絡会で実施する研修会にお
いて、引き続き仕事と家庭生活の調和（ワーク・ライフ・
バランス）が企業活動にとって有益であることの考え方
を広く普及・啓発します。

2.継続

44 2-(3) p83
男性の育児休暇取
得の推進

産業政策課

男性の育児休暇取得の推進のため、企業向け
の研修会や就職支援事業など、多様な機会を通
じて育児・介護休業法やくるみん認定制度等の
普及・啓発に努めます。

啓発回数 3 回 3 回 2 回 300
和歌山市人権啓発企業連絡会で実施する研修会にお
いて、引き続き市内の事業所及び従業員に対し、男性
の育児休暇取得の意識啓発に努めます。

2.継続

男女共生推進
課

94
女性の再就職や就労に必要な能力開発、技能取得に
関する講座を開催する。

2.継続

産業政策課 2,192
女性の採用に積極的な企業約３０社と女性求職者が参
加する合同企業説明会を引き続き実施します。

2.継続

45 2-(3) p84
女性の就労の機会

と場の拡大

女性の再就職や就労に必要な能力開発、技能
取得に関する講座を開催します。また、女性の
就労の機会を提供するため、託児付きの合同企
業説明会を開催します。

講座開催回数 回2回2 2 回
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実績

(令和７年10月
末現在)

保育こども園
課

保育施設の園児募集案内について、市報わかやま、
ホームページ、「子ども・子育て支援情報公表システム
（ここdeサーチ）」等により周知を行っており、また、必
要に応じて保育施設の変更等の情報提供についても
行っている。今後も引き続き必要な情報提供に努め
る。

2.継続

子育て支援課

子育て中の家庭向けの情報誌について、母子健康手
帳の配布時や転入による児童手当申請手続きなど、
必要な方に様々な形で配布している。今後も必要とす
る方が必要な時に手に取れるような形で配布を続けて
いく。
合わせて、こども・子育て支援に特化した情報を取得
できるスマートフォンアプリの運用を開始する予定であ
る。

1.充実

地域保健課

教室や講習会などのイベント情報に加えて、乳幼児健
診、妊婦支援給付金といった子育て世帯を対象とした
事業の情報について、市報わかやま、ホームページ、
SNS等を通じた情報提供を行っている。

2.継続

こども家庭課

47 2-(4) p85
こども家庭センター
運営事業
【再掲№2】

こども家庭セ
ンター

こども家庭センターでは、妊娠期から子育て期
までの切れ目のない支援を一元的に提供し、相
談対応、情報提供、関係機関との連携調整など
を行います。
特に支援を必要とする家庭に対しては、個別の
支援計画（サポートプラン）を作成し、継続的な
フォローアップを実施します。

ー 0

毎月5回合同ケース会議を開催し、支援計画（サポート
プラン）作成の必要がある世帯を検討している（合同
ケース会議35回、サポートプラン作成世帯89世帯（令
和7年10月末時点））。課題としては、新たな地域資源
の開拓が難しく、必要な地域資源の提供ができていな
い。引き続き、保健センターと連携し、妊娠期から子育
て期までの切れ目のない支援を実施していく。

2.継続

48 2-(4) p85 両親教室の開催 地域保健課

妊産婦とその家族を対象に、子育てを分かち合
う必要性を理解してもらうため、妊娠・出産・育児
に関する知識を提供します。
妊婦体験や沐浴体験等の実践的な内容を含
め、参加者が具体的にイメージできる教室を開
催します。

両親学級の父
親の参加組数

102 組 192 組 92 組 25

両親教室を開催し、参加者に妊婦体験や沐浴体験等
を受けていただいている。今後も、妊娠・出産・育児に
関する実践的な知識を伝えるとともに、子育てを家族
で分かち合うことの大切さを普及啓発していく。

2.継続

冊5,000
子育て情報誌
の発行配布

保育施設の園児募集案内や施設情報を市報わ
かやま、ホームページ、「子ども・子育て支援情
報公表システム（ここdeサーチ）」等で周知しま
す。
子育て中の家庭向けの情報誌を発行し、最新情
報を広く配布します。
スマートフォンアプリやＳＮＳを活用し、イベント
情報等を効果的に発信します。また、子育て支
援情報が集約され、必要な情報がプッシュ型で
通知されるアプリの導入を検討していきます。
「子どもの発達支援ガイドブック」の配布や、各種
制度の周知も適切に行います。

子育てに関する情
報提供

p852-(4)46

ー ー

0冊5,000冊5,000

ー
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こども家庭セ
ンター

1,403

養育に不安を抱える保護者からの相談や虐待通告へ
の対応など、市民に最も身近な相談機関として、相談
支援（家庭訪問、来所相談、電話相談など）を実施
（6,155件（令和7年10月末時点））。また、要対協にお
いて適宜会議を開催し、関係機関内の情報共有、連携
を行った。課題としては、関係機関内で児童虐待に対
する考えの濃淡があり、連携しづらい場合がある。
今後も、引き続き、関係機関と連絡を密に取るなど連
携を図り、市民が相談しやすい環境整備、ワンストップ
での相談支援体制の構築を図る。

2.継続

こども家庭課 142
２回実施。今後もひとり親家庭が集い情報交換や相談
し支え合う場として各種交流会を開催し、ひとり親家庭
同士及び親子同士の絆を深めることに寄与する。

2.継続

保育こども園
課

0
関係機関と連携し、より一層保育施設での相談機能を
高めていく。

2.継続

50 2-(4) p86 利用者支援事業 子育て支援課

地域子育て支援拠点施設や子育てひろばとの
連携を一層強化し、各施設への出張相談や自
宅への訪問相談を実施します。
アウトリーチ機能を充実させることで、より多くの
家庭に寄り添った支援を提供します。

ー 8,560

従来の方法での相談に加えて、出張相談（自宅訪問）
を実施し、それぞれの子育て家庭が相談しやすい方法
を選択できるよう体制を整えている。子育て中の親子
の孤立を防ぐため、おやこの座談会・相談会を先輩マ
マボランティアの協力も得て実施し、親子の交流の場
を提供、また子育て関係機関が一同に会した親子イベ
ント「みんなでこそだてフェス」を実施。子育て関係機
関との連携を強化し、より一層相談体制を整えたい。
※R7.10月末　利用者数：1008人

2.継続

51 2-(4) p86
幼児教育に関する
情報提供

学校教育課

公立幼稚園の情報を中心に、幼児教育全般に
関する情報を積極的に提供します。
各園の特色ある教育活動や行事情報、入園手
続き等の実用的な情報から、幼児教育の意義や
家庭での教育支援方法まで、幅広い内容を分か
りやすく発信します。

ー 0

各公立幼稚園のホームページや園便り、担当課の
ホームページ、和歌山市のSNS等を通じで、引き続き、
公立幼稚園の情報を中心に、幼児教育全般に関する
情報を積極的に提供をする。

2.継続

52 3-(1) p87
就学前児童等への
啓発プログラム

こども家庭セ
ンター

市内の所属に通う年長児童に対し、絵本の読み
聞かせや紙芝居、絵カード等のプログラムを実
施します。
自分自身の様々な気持ちに気付き、周囲の人に
対し、自分の気持ちを素直に、かつ適切に伝え
るコミュニケーションスキルを身に付けさせま
す。
また、児童虐待の予防と早期発見につなげ、自
身と他者を大切に思いやる力を育むことを目指
します。

プログラムの
実施園数

12 園 12 園 12 園 680

市内の12園の保育園や幼稚園の年長児に対し、当該
事業を実施。また、引き続き園においてこども達の気
持ちを聴取するなど、一過性に終わるのではなく、継
続的に支援することでコミュニケーションスキルを身に
付けることができている。課題としては、実施できる園
の数に限りがあり、申込をしてくれても断らなければな
らない園が出ていること。
今後も、継続的な事業実施を進めるが、対象園の選
定、依頼方法については検討する必要があると考え
る。

2.継続

こども家庭センターを中心に、こども・家庭の相
談支援に関わる機関との連携を強化し、ワンス
トップでの相談支援体制を構築します。
地域の子育てグループや支援団体の活動状況
を把握し、ネットワーク化を図ります。
保育施設での相談機能を充実させ、年２回の交
流会を開催し、ひとり親家庭等の支援を行いま
す。

ー

ー

ー

子育てに関する相
談体制の強化とネッ
トワークの構築

49 2-(4) p86

ー

ー

ーー ー

ー

ー
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53 3-(1) p87
幼児教育・保育の質
の向上

保育こども園
課

「和歌山市公立幼保連携型認定こども園幼児教
育・保育カリキュラム」等を活用し、各園の特色
や地域性を踏まえた指導計画等に基づき、教
育・保育の充実を図ります。

ー 0

引き続き合同研修に参加し、教育・保育に関する理解
を深めることで幼児教育・保育の質の向上を図ります。
また、各園の特色や地域性を踏まえた指導計画等に
基づき、各園の教育・保育の充実を図ります。

2.継続

54 3-(1) p87
認定こども園及び保
育所における食育の
推進

保育こども園
課

年齢に応じた献立の作成、季節の食材・和歌山
の食材を取り入れた献立や行事食など、給食委
員会を開催し給食の充実を図ります。

給食委員会開
催回数

6 回 6 回 4 回 0
年齢に応じた献立の作成、季節の食材・和歌山の食材
を取り入れた献立や行事会など、給食委員会を開催
し、給食の充実を図る。

2.継続

55 3-(1) p87 幼稚園教育の充実
学校教育課

教育研究所

公立幼稚園の教育活動及び教育環境の充実の
ほか、幼稚園における子育て支援の充実に努め
ます。
「幼児教育専門研修講座」と「通級指導教室担当
指導教員専門研修講座」を開催します。

ー 114

幼児教育では幼小連携の取組について、幼小の教員
に向けて研修を実施した。また、支援の必要な園児児
童の対応や援助について理解を深める研究を実施し
た。

2.継続

学校教育課 0

今年度も「幼小連携・接続推進のための研修会」を開
催し、円滑な移行や卒園までの達成目標について協
議した。
引き続き、近隣の幼稚園・保育所・認定こども園と小学
校とで交流を行い、こどもたちの相互理解と成長を促
すとともに、小学校教育への円滑な移行を支援してい
く。

2.継続

保育こども園
課

0

引き続き、幼稚園・保育所・認定こども園と小学校の職
員が集まり、円滑な移行や卒園までの達成目標につい
て協議するなどの研修を行います。
また、近隣の幼稚園・保育所・認定こども園と小学校と
で交流を行い、こどもたちの相互理解と成長を促すとと
もに、小学校教育への円滑な移行を支援していきま
す。

2.継続

57 3-(1) p88
幼稚園教諭の資質
向上

学校教育課
県から派遣された専門的な知識・技能に基づく
助言や支援を行う幼児教育アドバイザーととも
に、幼稚園教諭の資質向上を図ります。

ー 0

今年度も「幼小連携・接続推進のための研修会」を開
催し、円滑な移行や卒園までの達成目標について協
議した。
引き続き、近隣の幼稚園・保育所・認定こども園と小学
校とで交流を行い、こどもたちの相互理解と成長を促
すとともに、小学校教育への円滑な移行を支援してい
く。

2.継続

幼稚園・保育所・認定こども園と小学校の職員が
集まり、円滑な移行や卒園までの達成目標につ
いて協議するなどの研修を行います。
また、近隣の幼稚園・保育所・認定こども園と小
学校とで交流を行い、こどもたちの相互理解と成
長を促すとともに、小学校教育への円滑な移行
を支援します。

保幼こ小交流及び
研修会の充実

p883-(1)

保幼こ小連携・
接続推進に係
る研修会参加
園所数

56

ーーー

ー ーー

公立幼稚園11
園

ー ー

回
以
上

3

公立幼稚園11
園

公立保育所13
所

公立こども園2
園

公立幼稚園11
園

公立保育所13
所

公立こども園
2園
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末現在)

58 3-(2) p89 保育施設の整備 子育て支援課
既存の公立・私立保育所、認定こども園等の老
朽化対策等の整備については、施設の老朽度を
踏まえ、順次進めていきます。

ー 307,747

令和７年度は私立保育所１園の施設整備（増改築整
備）を実施。３か年計画の２年目のため、完成は令和８
年度となる。
令和８年度の施設整備については、現在、市の予算化
に向けて財政当局と折衝中である。

2.継続

59 3-(2) p89 保育士の確保
保育こども園
課

保育士の処遇改善や働きやすい職場環境の整
備を進め、潜在保育士の再就職支援、保育士養
成校との連携強化など、多角的なアプローチで
保育士の確保に努めます。
また、業務効率化や、保育支援者の配置など、
保育現場の労働環境改善にも取り組みます。

待機児童数 39 人 0 人 120 人 3,600

引き続き、保育士の処遇改善や保育支援者等の配置
による保育士の負担軽減に取り組み、働きやすい職場
環境の整備に努める。
また、潜在保育士の就労支援を進めることで、新たな
保育士の確保に取り組む。

2.継続

60 3-(3) p90 延長保育の充実
保育こども園
課

保育所、認定こども園において、保護者の就労
時間等の需要に応じて、延長保育を実施しま
す。
また、保育士の負担軽減策を講じつつ、延長保
育の質の維持・向上に努めます。

実施か所数 54
か
所

55
か
所

54
か
所

76,956

前年度に引き続き、私立保育所・認定こども園４６か
所、公立保育所６か所及び公立認定こども園２か所で
延長保育を実施している。保護者の就労時間等の需
要に応じて、延長保育を実施していきます。

2.継続

61 3-(3) p90
乳児保育促進事業
の充実

保育こども園
課

乳児の受入施設数を確保し、乳児保育の充実を
図ります。
乳児用の設備や備品の充実、安全対策の強化
にも取り組み、乳児の健やかな成長と、保護者
が安心して子育てと仕事を両立できる環境を整
備します。

０歳児受入か
所数

54
か
所

55
か
所

54
か
所

0
令和７年度は５４か所の保育所・認定こども園で乳児保
育を実施している。今後も、乳児保育の充実を図って
いきます。

2.継続

62 3-(3) p90
病児保育事業の充
実

保育こども園
課

現在実施している病児保育施設の維持継続と需
給状況や実施施設地域のバランスを踏まえた
上で、施設数の拡大に向けた検討を行います。
医療機関との連携を強化し、より安全で質の高
い病児保育サービスの提供に努めます。

実施か所数 2
か
所

4
か
所

3
か
所

54,800

令和７年９月より生協病院にて新しく病児保育施設が
開所されたことにより施設数が１施設増加しました。今
後も引き続き、病児保育事業の実施施設数の拡大に
努めます。

1.充実

63 3-(3) p90 病後児保育の推進
保育こども園
課

病後児保育の推進に努め、保護者の子育てと就
労の両立を支援します。

実施か所数 1
か
所

1
か
所

1
か
所

0
利用者は少ないものの、保護者のニーズに合わせて
利用してもらえるように努めていきたい。

2.継続

64 3-(3) p90 休日保育の推進
保育こども園
課

休日の保育需要に基づき、家庭での保育が困
難なこどもの保育を実施します。

実施か所数 1
か
所

1
か
所

1
か
所

0
休日の保育需要に対応できるよう、引き続き充実に努
めていきたい。

2.継続

ー ー ー
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65 3-(3) p90
家庭支援推進保育
事業の充実

保育こども園
課

定期的に研修会等を開催し、日常生活における
基本的な習慣や家庭環境に対する配慮、保育を
行う上での配慮など情報交換を行います。ま
た、家庭への働きかけを行うことで、保護者とと
もに育つ家庭支援の充実を図ります。

研修会開催回
数

4 回 4 回 4 回 0

引き続き定期的に研修会等を開催し、日常生活におけ
る基本的な習慣や家庭環境に対する配慮、保育を行う
上での配慮など情報交換を行います。また、家庭への
働きかけを行うことで、保護者とともに育つ家庭支援の
充実をめざしていきたい。

2.継続

66 3-(3) p91
障害児保育事業の
充実

保育こども園
課

支援が必要なこどもが安心して集団生活を過ご
せるよう、専門家や関係機関と連携を深め、障
害児保育の充実を図ります。

巡回件数 57 件 61 件 54 件 0
専門職員による巡回指導や障害児保育研修の実施、
関係機関との連携を深め、障害児保育の充実につな
げることができた。

2.継続

67 3-(3) p91
乳児等通園支援事
業（こども誰でも通
園制度）の実施

保育こども園
課

就労要件を問わず時間単位等で柔軟に利用で
きる乳児等通園支援事業を実施し、全てのこど
もの育ちを応援し、良質な成育環境を整備しま
す。
孤立感や不安感を抱える保護者の負担を軽減
し、こどもが家庭とは異なる経験や家族以外の
人と関わる機会を持てるよう体制を整備します。

確保定員数 69 人 12 人 27,005

今年度は公立保育所２園で試行的に実施した。保護者
の育児負担軽減や、こどもが家庭以外の環境で過ごす
機会になるなど、一定の効果が見られた。
来年度は利用可能施設を増やして実施予定。

1.充実

68 4-(1) p92
ひとり親家庭等医療
費助成

こども家庭課

窓口、パンフレット、ホームページ等で制度の周
知を強化し、対象となる全ての家庭に情報が行
き渡るよう努めます。また、健康保険証の廃止に
伴う運営の見直しを行います。
医療機関との連携を深め、手続きの簡素化や迅
速化を図ります。

ー 374,292
窓口、パンフレット、ホームページ等で制度の周知を
行った。
引続き医療機関への適正な受診の周知が課題。

2.継続

69 4-(1) p92
児童扶養手当の支
給

こども家庭課

児童扶養手当法に基づき、18歳到達後最初の３
月31日までの児童（20歳未満で一定の障害の
ある者を含む）を監護しているひとり親家庭等に
手当を支給します。
窓口での説明、パンフレット、ホームページ等を
通じて制度の周知を徹底します。

ー 1,866,536

認定請求の相談時や現況届時に説明、パンフレットの
配布を実施した。

認定請求受付件数：R6　366件
現況届受付件数：R6　3,679件

2.継続

70 4-(1) p92
母子及び父子並び
に寡婦福祉資金の
貸付

こども家庭課

ひとり親家庭の親及び寡婦に対し、児童の修学
に必要な資金等、経済的自立や福祉増進のた
めに必要な資金の貸付を行います。
制度の周知を強化し、支援を必要とする世帯に
確実に情報が届くよう努めます。

ー 103,849
日本学生支援機構の給付型奨学金制度等その他支援
が充実されてはきているが、サポートの役割として今
後も制度の周知を進める。

2.継続

ー ーー

ー

ー ー ー

ーーー
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71 4-(1) p92
母子生活支援施設
の運営

こども家庭セ
ンター

家庭内暴力や経済的困窮等の理由により、地域
生活や自立が困難な母子を保護し、生活、住
宅、教育、就職等の自立に向けた支援を行いま
す。
関係機関との連携を強化し、入所者の個別ニー
ズに応じた支援プログラムを提供します。

ー 128,935

DVや経済的困窮等により母子生活支援施設への入所
が適当と判断した世帯への支援を実施（4世帯入所（令
和7年度10月末時点））。また、入所当初の課題解決に
向け、入所施設と連絡調整を密に取り、支援を実施（3
世帯退所（令和7年10月末時点））。課題としては、入
所時の課題が解決しても、入所中に新たな課題が発
生することが多く、支援内容の変更が出ること。
今後も、入所に際する適切なアセスメントを行うととも
に、入所後については、施設と連携を密に取り、自立に
向けた支援を実施する。

2.継続

72 4-(1) p92
ひとり親家庭情報交
換

こども家庭課

ひとり親家庭の交流と相互支援を促進するた
め、年２回の情報交換会を開催します。
親子での工作教室や、親同士の子育てトーク
セッション、多様なプログラムを提供し、ひとり親
家庭同士及び親子の絆を深める機会を創出しま
す。

開講回数 2 回 4 回 2 回 142
２回実施。今後もひとり親家庭が集い情報交換や相談
し支え合う場として各種交流会を開催し、ひとり親家庭
同士及び親子同士の絆を深めることに寄与する。

2.継続

73 4-(1) p93 母子・父子相談 こども家庭課

母子・父子自立支援員が窓口で相談に応じ、就
業や生活に関する助言、関係機関の紹介を行い
ます。
多様な相談内容に対応するため、各担当課やハ
ローワーク等との連携を強化し、総合的な支援
体制を構築します。

ー 3,645
就業や子の就学に関する相談、 助言を行っているが、
様々な内容の相談があるため今後も各担当課やハ
ローワークとの連携が必要。

2.継続

74 4-(1) p93
ひとり親家庭の親の
就業・自立支援の充
実

こども家庭課

就業支援講習会でパソコン講習を実施し、就労
に必要なスキル習得を支援します。
また、母子・父子自立支援プログラム策定事業
を通じて、個々の状況に応じた就労支援計画を
作成し、ハローワーク等と連携しながら、就職率
の向上を目指します。

研修講座修了
者数

15 人 20 人 0 人 982

就業支援講習会は途中で辞退してしまう人も数名いる
が、やる気のある方も多く自立促進に繋がる内容であ
る。
令和８年３月修了予定。

2.継続

75 4-(1) p93
ひとり親家庭に対す
る日常生活の支援

こども家庭課

自立のための活動や病気等により日常生活に
支障がある家庭に対し、生活支援員を派遣し、
必要な家事や保育の援助を行います。
支援を必要とするひとり親家庭への制度周知を
強化し、利用促進を図ります。

ー 134
今後も支援を必要とするひとり親への制度周知を進め
ていく。

2.継続

76 4-(1) p93
自立支援給付金事
業

こども家庭課

ひとり親家庭の親の就職に必要な資格の取得を
支援するため、高等職業訓練促進給付金等を
支給します。また、指定教育訓練講座の受講費
用の一部を支給する自立支援教育訓練給付金
を提供します。
制度の周知を徹底し、ひとり親家庭の経済的自
立を促進します。

ー 40,169
ひとり親家庭の自立支援として制度の周知に取り
組む。

2.継続

ー ー ー

ー ー ー

ー ー ー

ー ーー
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77 4-(1) p93
ひとり親家庭の高卒
資格取得支援

こども家庭課

ひとり親家庭の親及び子の高卒認定試験合格を
支援するため、対策講座受講時の給付金や合
格時給付金を支給します。
制度の周知を強化し、事前相談から給付申請ま
での支援を充実させ、利用促進を図ります。

給付件数 0 件 5 件 0 件 120
事前相談や事前申請はあるものの、給付申請まで至ら
ない案件が多い。今後一層制度周知に取り組んでい
く。

2.継続

78 4-(1) p93
ひとり親を対象とし
た相談の実施

こども家庭課

養育費、離婚、面会交流等について弁護士によ
る無料相談を毎月実施します。
養育費の確保支援として、公正証書等作成や養
育費保証契約締結に関する補助を行い、ひとり
親家庭の生活の安定化を促進します。

ー 396
ひとり親家庭の養育費確保の促進を図るため、関係部
署との連携を図るなど、より一層制度周知を行い、ひと
り親家庭の生活の安定を促進する。

2.継続

79 4-(2) p94
障害のある人への
理解促進

学校支援課

特別支援教育の理解が進むよう、特別支援学級
を初めて担当する教員、特別支援教育コーディ
ネーター、校長、特別支援学級担任、特別支援
教育支援員等それぞれに向けた研修を実施しま
す。
また、県が実施する研修への参加を促します。

研修会の実施
回数

8 回 8 回 8 回 0
引き続き研修を実施し、特別支援教育の理解が進むよ
う、内容の充実を図りたい。

2.継続

80 4-(2) p94
障害のある児童の
放課後児童クラブへ
の受入れ

青少年課

障害のある児童を受け入れるため、委託事業者
は必要に応じて支援員を追加配置します。
また、障害に深い理解のある特別支援アドバイ
ザー及び小学校長経験者であるコーディネー
ターを事務局に配置し、障害のある児童の受入
れを行う若竹学級への訪問、指導を行います。

受入れクラブ
数

58 か所 51 か所 0
今後とも希望があれば、全学級で受け入れていく方針
とする

2.継続

81 4-(2) p94 養育医療の給付 保健対策課
指定医療機関と連携しながら、医療費の支給を
行うとともに、家族への情報提供の機会を増やし
ていきます。

ー 19,024

体の発育が未熟なまま生まれ入院治療を必要とする
乳児に対して、医療費の支給を行った。今後も指定医
療機関と連携しながら、医療費の支給を行うとともに、
家族への情報提供の機会を増やしていきます。

2.継続

82 4-(2) p95
重度心身障害児・者
医療費の助成

障害者支援課
重度の障害のある児童や障害のある人を対象
に、保険診療の自己負担額を助成します。

ー 856,990
指定医療機関と連携しながら、医療費の支給を行うと
もに、医療費助成の対象児童宅を訪問し、療育に関す
る相談支援を引き続き行っていく。

2.継続

利用希望者が
いるすべての
学級

ーー

ーーー

ー ーー

ー
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体系
ペー
ジ番
号

施策名 担当課 内容 指標項目
令和７年度
予算額（千

円）

令和７年度の実施状況と課題、
こども・若者・子育て当事者への意見聴取、
今後の取組方針等

今後の
方向性

令和１１年度
目標値

（計画策定時）

令和５年度
実績

（現状値）

令和７年度
実績

(令和７年10月
末現在)

83 4-(2) p95
小児慢性特定疾病
児童への支援

保健対策課
指定医療機関と連携しながら、医療費の支給を
行うとともに、医療費助成の対象児童宅を訪問
し、療育に関する相談支援を行います。

ー 133,581

小児慢性特定疾病児童等の健全育成を支援するた
め、医療費の助成や療養に関する相談等を行った。今
後も指定医療機関と連携しながら、医療費の支給を行
うとともに、家族への情報提供の機会を増やして、児童
が適切な療養生活を送れるように支援を行っていきま
す。

2.継続

84 4-(2) p95
小児精神科医アドバ
イザー事業

こども家庭セ
ンター

小児精神科医から、医学的な知見からのアドバ
イスをもらい、より具体的なアセスメントにつなげ
ます。
また、保護者への適切な助言等をすることで児
童虐待の防止を図ります。

事業の実施事
例数

67 例 80 例 24 例 360

令和７年度からかかわっているケースへの直接的な助
言・アドバイスと近年の児童精神にかかる課題等につ
いての研修を行う2種類で実施。検討ケース数は減少
しているが、近年課題となっている児童精神にかかる
問題について専門的知見等からアドバイスしてもらうこ
とで、より幅広い知識、最新の状況について学習を深
めることができた。課題としては、個々の事例が複合的
な課題や問題を抱えている場合が多く、対応する職員
の負担が多くなっている。
今後も、専門的知見からのアドバイスをもらい、具体的
なアセスメントや保護者への助言、こどもへのかかわり
を実施していく。

2.継続

85 4-(2) p95
特別児童扶養手当
の支給

障害者支援課
日常生活において介護を要する在宅の20歳未
満の児童を監護・養育する父または母等に対
し、手当を支給します。

ー 2,631
日常生活において介護を要する在宅の20歳未満の児
童、その父、若しくは母等に対し、引き続き手当を支給
します。

2.継続

86 4-(2) p95
障害児福祉手当の
支給

障害者支援課
常時介護を要する在宅の20歳未満の重度の障
害のある児童に手当を支給します。

ー 30,878
常時介護を要する在宅の20歳未満の重度の障害のあ
る児童・者に、引き続き手当を支給します。

2.継続

87 4-(2) p95
心身障害児福祉年
金の支給

障害者支援課
身体障害者手帳、療育手帳の交付を受けている
20歳未満の障害のある児童を監護・養育する父
または母等に対し、手当を支給します。

ー 2,226
身体障害者手帳、療育手帳の交付を受けている20歳
未満の障害のある児童、その父、若しくは母等に対し、
引き続き手当を支給します。

2.継続

88 4-(2) p95 育成医療の給付 保健対策課

身体に障害のある児童に対する育成医療費の
給付を行います。
指定医療機関と連携しながら、医療費の支給を
行うとともに、家族への情報提供の機会を増やし
ていきます。

ー 3,463

身体に障害のある児童（そのまま放置すると将来障害
を残すと認められる疾患がある児童を含む）に対して、
手術等の治療によって確実に効果が期待できる場合、
その障害の除去・軽減に必要な医療費の支給を行っ
た。今後も指定医療機関と連携しながら、医療費の支
給を行うとともに、家族への情報提供の機会を増やし
ていきます。

2.継続ー ー

ー

ー

ーーー

ーーー

ー

ー

ー ー

ー

17



体系
ペー
ジ番
号

施策名 担当課 内容 指標項目
令和７年度
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実績

(令和７年10月
末現在)

89 4-(2) p96
和歌山市障害者計
画及び和歌山市障
害福祉計画の推進

障害者支援課

和歌山市障害者計画、障害福祉計画及び障害
児福祉計画に基づき、障害のある児童に関する
様々な施策を総合的に推進します。
和歌山市障害者計画等策定委員会を定期的に
開催し、計画の進捗状況の評価と必要な改善策
の検討を行います。

障害者相談支
援事業所数

4
か
所

4
か
所

4
か
所

26,400
障害者の多様な相談に乗り、不安や問題の解決につ
なげていきます。

2.継続

90 4-(3) p97
外国籍児童等への
支援

子ども支援セ
ンター

外国籍児童生徒に対して、日本語支援ボラン
ティアを学校に派遣し、学校生活に馴染めるよ
う、支援します。

ボランティア派
遣要請充足率

79.4 ％ 100 ％ 89.4 ％ 1,827
対応できる日本語支援ボランティアがいないため未配
置となっている学校に配置するため、市報わかやまや
市SNSでの募集を継続しています。

1.充実

91 4-(3) p97
外国籍児童等に対
する学習支援

学校支援課
和歌山大学の留学生と連携し、外国籍児童生徒
に対して、母語と日本語による学習支援を行い
ます。

ー 83

外国籍児童生徒の数が、近年増加しているので、様々
な学校に留学生を配置していきたい、国籍が多様化し
ており、学生とのマッチングが難しくなってきている。

R7.10月末時点　学習支援実施時間数：50時間

2.継続

92 4-(3) p97
未就学児の把握と
就学支援

学校支援課
外国籍の未就学児童を把握し、就学先について
問い合わせ、就学に向けた必要な支援を行いま
す。

把握できてい
ない児童数

0 人 0 人 0 人 0
引き続き、学校や他の機関と連携し、学齢にある
外国籍児童生徒の就学状況の把握に努める。未就
学の児童生徒がいる場合、保護者に就学を促す。

2.継続

93 4-(3) p97 ヤングケアラー支援
こども家庭セ
ンター

ヤングケアラーへの寄り添いや相談支援、ま
た、適切な支援等の情報提供を行うことで、こど
もらしく安心・安全な生活を守るためのサポート
を行います。
また、関係機関等の知識の醸成を図るための研
修を実施するとともに、関係機関と連携を強化
し、ヤングケアラーの早期発見・早期対応ができ
る環境を整備します。

支援者養成研
修
受講者数

200 人 132 人 8,821

ヤングケアラーコーディネーターを配置し、ヤングケア
ラー及び関係機関への相談支援、各関係機関との連
絡調整・助言指導、周知啓発活動などヤングケアラー
支援を実施。課題としては、令和6年度調査において、
小・中・高校生のヤングケアラーに関する認知度が低
いことが分かったため、今後、知識の情勢を図る必要
がある。
今後も、引き続きヤングケアラーコーディネーターを中
心に、ヤングケアラー支援を展開していく。

2.継続

こども家庭セ
ンター

24

地域住民や関係機関の職員に対し、児童虐待につい
ての啓発活動を実施するとともに、職員の知識の醸成
を図るために所内研修も実施。
今後も引き続き、児童虐待防止に向け出前講座や職
員に対する研修を行うことで、職員のスキルアップに
繋げ、児童虐待の早期対応に寄与していく。

2.継続

人権同和施策
課

0
人権出張講演等を通じて、こどもの虐待防止に関する
知識の普及・啓発に努めます。

2.継続

回30回2994 4-(4) p98
こどもの虐待防止に
関する啓発

ー ー

こども家庭センターを中心に、児童虐待の防止
やあらゆるこどもに対する相談支援を行うととも
に、出前講座や研修会等により、知識の普及・啓
発に努めます。
また、オレンジリボン・児童虐待防止推進キャン
ペーンの広報啓発を実施します。

啓発活動回数

ー

9 回

ー
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95 4-(4) p98
こどもの虐待防止に
対するネットワーク
の充実

こども家庭セ
ンター

民生委員・児童委員をはじめ地域住民と保健
所、保育所、学校、福祉事務所等のこどもに関
わる機関の連携を強化し、関係機関相互の情報
交換を図ります。
要保護児童対策地域協議会として円滑な連携
体制の構築を進めるとともに、地域での見守りや
家庭に対する日常的な相談・支援への的確な対
応に努めます。

虐待防止ネット
ワーク会議開
催数

152 回 200 回 86 回 1,403

児童虐待の未然防止、早期発見・早期対応、継続支援
を行うため、関係機関で相互に連携を図る要保護児童
対策地域協議会の各種会議を開催。課題としては、当
事者意識が低い参加機関もあること、また要対協の存
在意義が浸透していない部分もあり、周知不足が窺え
る。
今後も、関係機関への周知の徹底と日常的な相談・支
援などを行う。

2.継続

96 4-(4) p98
児童虐待に関する
相談体制の充実

こども家庭セ
ンター

こどもの虐待に関する専門知識を有した職員に
よる相談・支援体制の充実に努めます。
関係機関との連携を図り、虐待通告受理機関と
しての役割を強化します。

ー 2,893

児童虐待の通告対応や来所や電話による相談を実施
（6,155件（令和7年10月末時点））。課題としては、相談
内容が、専門化かつ複雑化していることで、支援する
側の職員のスキルの向上が課題となる。
今後についても、専門知識を習得するための研修等を
通じ、職員のスキルアップを図るとともに、関係機関と
の連携を強化することで、児童虐待の未然防止、早期
発見・早期対応、継続支援を行う。

2.継続

人権同和施策
課

5 回 0
人権出張講演等を通じて、こどもの権利を守る意識の
啓発に努めます。

2.継続

学校支援課 3 回 0
道徳科の授業など、学校教育全体を通じて、児童生徒
の発達段階に応じて指導を行っていく。

2.継続

98 5-(1) p99
人権教育・啓発の推
進

学校支援課

全小・中学校で人権教育に係る全体計画を作成
し、児童生徒の発達段階に応じた人権教育を推
進します。
教職員の人権意識向上と指導力強化のための
研修も継続して実施し、学校全体で人権教育に
取り組む体制を強化します。

人権教育の推
進に関する調
査実施率

100 ％ 100 ％ 100 ％ 0

全小・中学校で人権教育に係る全体計画を作成し、児
童生徒の発達段階に応じた人権教育を推進している。
教職員の人権意識向上と指導力強化のために毎年発
出しているﾊﾟﾜｰﾎﾟｲﾝﾄ資料「本市の人権同和教育」の
内容を見直した。校長会等で周知することで学校全体
で人権教育に取り組む体制を強化を促していく。
学習支援推進教員等連絡協議会と連携し、学習支援
推進教員が配置されていない学校で、学習支援推進
教員と指導主事が、教職員の人権意識向上と指導力
強化のための研修を行う。

2.継続

99 5-(2) p100
前向き子育て推進
事業

こども家庭セ
ンター

トリプルＰ（Positive Parenting Program）を実施
し、児童虐待の未然防止とよりよい親子関係の
構築を目指します。
グループワーク等を通じて、こどもの発達や行動
の理解、好ましい関わり方を学習する機会を提
供します。

グループワー
ク実施回数

3 回 4 回 2 回 1,163

トリプルPのグループワークを通じ、こどもの発達や行
動の理解、より好ましい関わりを学ぶことで、よりよい
親子関係の構築することができた。また、同じ子育てを
する他の保護者と話すことで、保護者間の交流の場に
もなった。課題としては、参加者数が減少しているこ
と。
今後は、参加者の条件緩和や開催日の変更（土曜日
開催）も含めて参加しやすいプログラムの構成を考え、
事業実施を行う。

1.充実

こどもの権利に関す
る啓発

p9997 5-(1) 回3

「子どもの権利条約」に基づき、様々な機会を利
用してこどもの権利を守る意識の啓発に努めま
す。
人権啓発ＤＶＤの貸出や市報わかやま人権特集
号での啓発活動を継続し、「子どもの権利条約」
について市民の理解を深めます。

研修会の開催
回数

ーーー

回3
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ペー
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末現在)

地域保健課 0

養育支援が必要と判断された家庭に対し、こども家庭
センター（児童福祉部門）やその他関係機関と連携を
図りながら、家庭訪問等で支援を行う。
【再掲№10】

2.継続

こども家庭セ
ンター

1,080

養育が必要な家庭に対し、家庭訪問や来所、電話にて
相談支援を実施するとともに、各関係機関と連携し、家
庭状況の早期把握と早期支援、継続的見守りを実施
し、育児不安・負担の軽減及び児童虐待の未然防止、
早期発見を行った（6,155件（令和7年10月末時点））。
課題としては、家族形態や社会情勢の変化に伴い、支
援が必要な世帯や専門的な支援が必要な世帯が増加
している。ヘルパー派遣事業については、利用者の
ニーズに合わない場合もあり、新たな事業所やヘル
パーの確保が課題となる。
今後も関係機関と連携を密にし、養育支援が必要な世
帯を適切な支援につなげる。

2.継続

読書活動推進
課

絵本を読み聞かせることで、こどもたちの聞く力
や想像力を育て、健全な成長へとつなげます。
市民図書館では、赤ちゃんから幼児・小学生向
けの成長段階に合ったおはなし会を実施し、こど
もに読んでほしい絵本の紹介や読み聞かせの大
切さを伝えます。

おはなし会開
催回数

327 回 330 回 185 回 ー

問題なく実施できている。参加人数も安定している。参
加した利用者からは、おはなし会で使用した本を貸出
したいという問い合わせもある。
今後はより質の高いおはなし会ができるよう、演じられ
る手あそびやわらべうたの種類を増やしていく。

2.継続

地域保健課
家庭での読書活動の大切さを知ってもらうため
に、各事業の機会を捉え、年齢に応じた絵本の
読み聞かせの実施や普及・啓発に努めます。

ー 0
保健センターでの各種事業の機会を活用し、絵本の読
み聞かせの大切さについて啓発している。

2.継続

新規登録者数 437 人 660 人 396 人

延べ参加人数 5,202 人 5,300 人 3,389 人

子育て支援課
子育てひろばの充
実

p1015-(2)102

養育支援訪問事業
の充実
【再掲№10】

p100

絵本の読み聞かせ
の啓発

5-(2)100

101 5-(2) p100

ー

コミュニティセンター等で、親子が集い、子育て
のヒントにつながる活動を体験し、互いに学び合
う場を提供します。また、保護者への家庭教育
支援、こどもの成長・発達へのアドバイスを行い
ます。
安全な実施を心がけつつ、親子の成長や悩み解
決につながるサポートを行います。

ー

母子保健事業や関係機関からの連絡・通告等に
より把握され、養育支援が必要と判断された家
庭に対し、こども家庭センターを中心に、関係機
関と連携を図りながら、育児負担の軽減及び児
童虐待の未然防止、予防のための支援を行いま
す。
また、保護者の病気や障害などの理由により、
家事や育児が十分でない家庭に対し、ヘルパー
を派遣し、ヘルパーと一緒に作業することで、保
護者の家事能力や育児能力の向上を図ります。
児童福祉と母子保健の連携がより必要な家庭に
対して、支援内容を記載したサポートプランを作
成します。支援機関と保護者で共有することで、
課題や問題点の明確化を行い、支援につなげや
すくします。

ー

ここ数年、新型コロナウイルス感染予防のため、予約
制での参加としていたが、令和７年度から自由参加に
移行した。子育て家庭が必要なときに気軽に利用でき
る環境が整い、その結果として参加者数が増加してい
ることから利用者のニーズに合った運営ができている
ことの表れといえる。
今後も引き続き感染状況を踏まえながら、安心安全な
状態での実施を心がける。

2.継続8,280

ー ー ー

ー
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令和７年度
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（現状値）

令和７年度
実績

(令和７年10月
末現在)

103 5-(2) p101
家庭教育･地域力の
充実

生涯学習課

コミュニティ・スクールと地域共育コミュニティと
連携し、学校・家庭・地域をつなぐ役割を果たし
ます。
土曜日、日曜日の事業情報提供を強化し、生涯
学習人材バンク制度の情報提供にも努めます。
地域の清掃活動や見守り活動を通じて、地域を
大切にする思いを養い、安心・安全なまちづくり
につなげます。
こどもたちに様々な活動機会や学習の場を提供
し、地域づくりを担う人材育成に取り組みます。

共育コミュニ
ティ事業

4
地
域

18
地
域

4
地
域

855

コミュニティ・スクールと地域共育コミュニティと連携し、
学校・家庭・地域をつなぐ役割を果たします。
土曜日、日曜日の事業情報提供を強化し、生涯学習
人材バンク制度の情報提供にも努めます。
地域の清掃活動や見守り活動を通じて、地域を大切に
する思いを養い、安心・安全なまちづくりにつなげま
す。
こどもたちに様々な活動機会や学習の場を提供し、地
域づくりを担う人材育成に取り組みます。

2.継続

104 5-(2) p101 読書活動推進事業 学校教育課

読書の重要性を子育て世代の保護者に伝え、家
庭での読書時間の確保を促進します。
多くの本に触れる機会を提供し、こどもの読書環
境の充実と健全な成長を支援します。

ー 0

今後も、学校図書館などを目的をもって計画的に利用
しその機能の活用を図るようにした。
引き続き、多くの本に触れる機会を提供し、こどもの読
書環境の充実と健全な成長を支援する。

2.継続

105 5-(2) p101
家庭教育支援の場
の充実

生涯学習課

学校支援課

地区公民館の運営を各地区に委託し、地域の実
情に応じた特色ある取組を推進します。
「赤ちゃん教室」を各学校で実施し、児童生徒が
親子とふれあうことで、命の重み、親への感謝、
家庭のあり方、子育ての大切さを学ぶ機会を提
供します。
多くの児童生徒が赤ちゃんとふれあえる機会を
増やし、家庭教育の重要性への理解を深めま
す。

各地区で実施
された家庭教
育支援事業

73 回 42 回 ー 回 1,210

（生涯学習課）
地域の実情に応じた公民館運営を進めていきます。

(学校支援課)
児童生徒が親子と触れ合うことで、命の重み、親に対
する感謝を再認識し、家庭のあり方や子育ての大切さ
を学ぶ機会となるよう「赤ちゃん教室」をより多くの学校
で実施していきたい。

2.継続

106 5-(3) p102
通学区域制度の弾
力化

学校支援課

こどもの個性や適性に応じた学校選択が可能と
なるよう、小学校・中学校に入学する児童生徒を
対象に、地域の要望に応じて一定の条件の下で
通学区域制度の弾力化を実施します。
また、通学区域協議会での協議を経て、新入学
児童生徒からの適用を進めます。

ー 1 回 10
引き続き地域の要望をもとに通学区域の弾力化に努
める。

2.継続

107 5-(3) p102
教育インターネット
の利活用

教育研究所

小学校・中学校でのインターネットを活用した授
業改善を図ります。
ＩＣＴを活用することで教員の指導力向上を図る
だけでなく、教育資料の共有を行うことで教員の
負担軽減を図ります。
各学校でＩＣＴを活用した授業の好事例を市内学
校に周知し、インターネットを活用した授業への
関心を高め、活用を促進します。

地域インフラ
ネットの整備率

100 ％ 100 ％ 100 ％ 149,904
小中学校での授業でインターネットの活用が急速に進
んでおり、一昨年度、さらに今年度も通信環境向上の
整備を実施している。

2.継続

ー ー ー

ー ー
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ペー
ジ番
号

施策名 担当課 内容 指標項目
令和７年度
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令和７年度
実績

(令和７年10月
末現在)

108 5-(3) p102
明日の和歌山市を
築くジュニア会議

学校教育課

中学生が市長や教育長と関心の高い問題や時
事的テーマについて意見交換等を行い、和歌山
市政や社会全般について関心を高め、学区を越
えた生徒同士の交流を図り、将来進むべき方向
について考える契機とします。
各学校が議場で各学校や地域等における課題
についてプレゼンテーションを行う機会を設けま
す。

ー 18 校 0
今年度も、各学校が議場で各学校や地域等における
課題についてプレゼンテーションを行う機会を設けるこ
とができた。

2.継続

109 5-(3) p102
国際理解教育の推
進

学校教育課

全ての小・中・義務教育学校の各クラスに外国
語指導助手（ＡＬＴ）を派遣し、こどもたちのコミュ
ニケーション能力の育成を図るとともに、異文化
に対する理解や国際感覚を深めることを推進し
ます。

年間派遣回数

小学校
12

中学校
12

回

小学校
12

中学校
12

回

小学校
12

中学校
12

回 56,760
今年度も、全ての小・中・義務教育学校の各クラスに外
国語指導助手（ＡＬＴ）を派遣することができた

2.継続

110 5-(3) p102
情報教育環境の整
備と情報教育の推
進

教育研究所

１人１台端末を活用した学習を進めるとともに、
基本的な活用から学年に応じた児童生徒が課
題や目的に応じて情報手段を適切に活用するこ
とができるよう、情報教育環境及び指導環境の
充実を図ります。

教育用コン
ピューター１台
あたりの児童
数

1 人 1 人 1 人 809
小中学校の授業で一人一台端末やICT機器をより効果
的に活用していくための教員へ具体的な実践例を紹介
しながら活用の促進に努めている。

2.継続

111 5-(3) p103 環境教育の推進 学校教育課

持続可能な社会の担い手を育成するため、学習
指導要領に基づき教科等横断的に環境教育を
進めます。
小学４年生の社会科学習と連携した青岸清掃セ
ンター施設見学や、小学５年生の自然体験学習
を実施します。
また、本市のごみ処理の現状と３Ｒの推進及び
生活排水についての出前講座を行い、環境教育
を推進します。

ー 35,461

今年度も、小学４年生の社会科学習と連携した青岸清
掃センター施設見学や、小学５年生の自然体験学習を
実施した。
引き続き、持続可能な社会の担い手を育成するため、
学習指導要領に基づき教科等横断的に環境教育を進
める。

2.継続

112 5-(3) p103
信頼される学校づく
り

学校教育課

コミュニティ・スクールを通し地域とともにある学
校づくりを進め、学校評価を行うことで、教育の
充実を図るとともに、信頼される学校を目指しま
す。
各学校が家庭や地域社会と連携・協働しながら
こどもたちの成長を支え「地域とともにある学校
づくり」を進めます。
また、学校運営に地域の声を積極的に生かし、
地域と一体となって特色ある学校づくりを進めて
いきます。

ー 347

各学校が家庭や地域社会と連携・協働しながらこども
たちの成長を支え「地域とともにある学校づくり」を進め
た。
今後も、学校運営に地域の声を積極的に生かし、地域
と一体となって特色ある学校づくりを進める。

2.継続

ー ー

ー ーー

ー ーー

22



体系
ペー
ジ番
号

施策名 担当課 内容 指標項目
令和７年度
予算額（千

円）

令和７年度の実施状況と課題、
こども・若者・子育て当事者への意見聴取、
今後の取組方針等

今後の
方向性

令和１１年度
目標値

（計画策定時）

令和５年度
実績

（現状値）

令和７年度
実績
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113 5-(3) p103
地域の安全・安心教
育の実施

学校支援課

各校における避難訓練の実施と「世界津波の
日」（11月５日）に合わせ、地震・津波避難訓練を
実施します。
安全を確かめ、危険回避ができる正しい判断力
と行動力を身につけ、災害時には適切な避難行
動がとれるよう、防災教育の実施を推進します。
保護者や地域と協同した訓練を実施すること
で、児童生徒の自助・共助の意識を高めます。

地域や他の学
校園と連携し
た防災訓練の
実施校数

46 校 57 校 ー 校 0
現在、実施状況を調査中であるが、市内全小・中学校
及び義務教育学校での地域や他の学校園と連携した
防災訓練を実施を目指していく。

2.継続

114 5-(3) p103
特別支援教育児童
生徒指導事業

学校支援課

各小学校を窓口とした就学相談を行うとともに、
教育支援委員会において学びの場の検討を行
います。
障害のある児童・生徒の適正な学びの場につい
て検討するとともに、就学に関する相談も実施し
ます。
保健センターや保育こども園課と連携しながら、
丁寧な就学相談を行っていきます。

教育支援委員
会・相談の実
施率

100 ％ 100 ％ 100 ％ 1,268
引き続き、就学に関する相談会を実施するとともに、適
正な学びの場について審議する。

2.継続

115 5-(3) p103
特別支援教育支援
員派遣事業

学校支援課

発達障害のある児童・生徒に対し、学習上、生
活上の支援を行う特別支援教育支援員・特別支
援教育支援補助員を派遣し、継続的な支援を行
います。
特別支援教育専門員や指導主事が巡回訪問し
たり、研修をしたりすることで、より充実した支援
となるよう取り組みます。

支援員及び介
助員の配置率

95.6 ％ 100 ％ 98.5 ％ 226,290
全校に特別支援教育支援員等を配置できるよう取り組
む。

2.継続

116 5-(3) p104
学校教育相談体制
の充実

学校支援課

いじめや不登校及び児童生徒の生活上の課題
に適切な対応ができるよう、学校や関係機関と
の連携による支援体制づくりを推進します。
全小学校・中学校・市立高等学校にスクールカ
ウンセラーを配置し、カウンセリングの手法で児
童生徒に対する相談支援を実施します。
また、保護者や教職員に対する相談、教職員等
への研修、事件・事故・災害等の緊急対応にお
ける被害児童生徒の心のケアを行います。

ー 1,516

（小・中・義務教育学校）
カウンセリングの手法で児童生徒に対する相談のほ
か、保護者や教職員に対する相談、教職員等への研
修、事件・事故・災害等の緊急対応における被害児童
生徒の心のケアを行います。
（市高）
カウンセリングの手法で児童生徒に対する相談のほ
か、保護者や教職員に対する相談、教職員等への研
修、事件・事故・災害等の緊急対応における被害児童
生徒の心のケアを行います。

2.継続

117 5-(4) p105
こどもの居場所づく
り

生涯学習課

「体験活動」「土曜教室」「学校施設開放」を各
校、年間計画に基づき実施します。
校区子どもセンター事業は、地域のボランティア
の協力をいただきながら、引き続き活動を継続
していきます。
各校区運営委員長交流会を実施し、運営に必要
な情報を共有します。

小学校区子ど
もセンター開
設率

98 ％ 100 ％ 100 ％ 9,026

「体験活動」「土曜教室」「学校施設開放」を各校、年間
計画に基づき実施します。
校区子どもセンター事業は、地域のボランティアの協
力をいただきながら、引き続き活動を継続していきま
す。各校区運営委員長交流会を実施し、運営に必要な
情報を共有していきます。

2.継続

ー ー ー
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118 5-(4) p105
放課後児童クラブ
(若竹学級等)の充
実

青少年課

利用希望者の増減に柔軟に対応するよう学校施
設のタイムシェア（相互利用）を進めます。
民間委託による柔軟な学級運営を行い、真に利
用が必要な希望者のため、こまめに定員調整を
行います。
学校外施設の活用やプレハブ教室の建設も含
め検討し、待機児童の解消を目指します。

４月１日におけ
る若竹学級入
級申請者数に
対する実入級
者数の割合

94.8 ％ 100 ％ 100 ％ 654,980
今後も特別教室との相互利用等など、既存学校施設
の利用を考慮した施策を実施し待機児童の抑制に努
める。

2.継続

119 5-(4) p105
放課後子ども総合プ
ランの整備・推進

青少年課

放課後児童クラブの充実を図るとともに、放課後
子供教室の一体型または連携型の運営を段階
的に導入し、全ての児童が多様な体験・活動を
行える環境を整備します。

一体型放課後
児童クラブ・
放課後こども
教室数

0
か
所

1
か
所

0
か
所

0
放課後児童クラブへの対応を優先しており、一体型の
放課後教室は未実施となった。これからも庁内関係部
署と連携を図りながら進めていく。

2.継続

120 5-(4) p105
非行防止のための
推進

少年センター

ゲームセンターや大型商業施設等へ街頭補導
を行い、問題行動をしているこどもに対して適切
な指導を行います。
小学生・中学生や保護者に対して相談活動を実
施し、非行防止や健全育成のための適切な指導
を行うとともに、自立や立ち直りを図るための支
援を行います。

街頭補導実施
回数

210 回 200 回 85 回 0
繁華街や図書館等での少年による蝟集が増加傾向に
あるため、引き続き補導活動に取り組みます。

2.継続

121 5-(4) p105 学校、警察との連携 少年センター

月に１回、北・西・東署管内に分かれて学校・警
察補導連絡協議会を実施し、学校、警察、市教
委、県教委、児相、少年センターが情報交換を
行い、健全育成のための連携を図ります。
警察主催のマナーアップキャンペーンや薬物乱
用防止啓発活動に、中学生たちと参加します。

実施回数 40 回 40 回 30 回 0
非行の低年齢化のため、小学校種においても学校・警
察補導連絡協議会での情報共有の場を設定し、話し
合うことが出来た。

2.継続

122 5-(4) p106
スポーツ環境の充
実

生涯学習課

こどもに豊かなスポーツ活動を提供するため、
スポーツ、レクリエーションの充実を図るととも
に、指導者への講習の受講等を呼びかけ、こど
もたちがスポーツにより一層関心を持つよう努
めます。

スポーツ少年
団数

94
団
体

68
団
体

70
団
体

2,785

こどもに豊かなスポーツ活動を提供するため、スポー
ツ、レクリエーションの充実を図るとともに、指導者への
講習の受講等を呼びかけ、こどもたちがスポーツによ
り一層関心を持つよう努めます。

2.継続

123 5-(4) p106
健全育成体制の充
実

青少年課
青少年健全育成に関係する団体や関係機関と
連携を図り、引き続き健全育成を推進していき
ます。

少年メッセー
ジ
和歌山市大会
の作文応募者
数

1,350 人 1,350 人 1,189 人 1,774

会を開催することにより、少年らしい思考や想いを具現
化することができ情操教育に寄与することができた。
今後も青少年健全育成に関係する団体や関係機関と
連携を図り、引き続き健全育成を推進していく。

2.継続
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124 5-(4) p106 青少年団体の育成 青少年課
児童数・生徒数の減少により団体数そのものが
減少していますが、引き続き地域活動連絡協議
会をはじめとする活動団体を支援していきます。

支援団体数 70 団体 70 団体 77 団体 28,980

児童数の減少により団体数そのものが減少となってい
るところ、直近年度においては活動主旨の周知に努め
たため若干の増加となった。今後も引き続き地域活動
連絡協議会を始めとする活動団体を支援していく。

2.継続

125 5-(4) p106
健全育成対策の充
実

青少年課
青少年の健全育成を図るため、青少年育成推
進員等連絡協議会等との関係機関と連携し、活
動を推進します。

協議会開催回
数

1 回 1 回 0 回 1,774
青少年の健全育成を図るため、青少年育成推進員等
連絡協議会を始めとする関係機関と共に昨今の若者
の課題を周知し共通の認識を得る

2.継続

126 5-(4) p106
こどもにとって有害
な環境・情報等の点
検及び浄化活動

少年センター

和歌山市にある書店、コンビニ、商業施設に立
ち入り調査を行い、こどもにとって有害な図書、
ＤＶＤ、玩具、タバコ等の販売について浄化活動
を行い、こどもの非行防止、健全育成に努めま
す。
未成年者に対する有害な物の販売について、警
察等関係機関と協力し、点検していきます。

有害図書点
検・浄化活動
実施店舗数

207
店
舗

200
店
舗

128
店
舗

0

有害図書や煙草等の子どもへの販売について浄化活
動を行い、こどもの非行防止、健全育成に努めた。未
成年者に対する有害な物の販売について、警察等関
係機関と協力して点検し、販売している情報があれば
販売店に対して注意・指導を行った。

2.継続

127 5-(4) p106
ＰＴＡ連合会活動の
推進

生涯学習課

公立幼稚園、小学校、中学校ＰＴＡ連合会と連
携・協力をしながら、活動の推進を図ります。
ＰＴＡ連合会の様々な活動を支援し連携・協力を
強めるとともに、こどもの健全育成のため、家庭
や地域の教育力を高めます。

PTA連合会数 3
団
体

3
団
体

3
団
体

846

公立幼稚園、小学校、中学校ＰＴＡ連合会と連携・協力
をしながら、活動の推進を図ります。
ＰＴＡ連合会の様々な活動を支援し連携・協力を強め
るとともに、こどもの健全育成のため、家庭や地域の教
育力を高めていきます。

2.継続

128 5-(4) p107
インターネット上の
有害情報対策の推
進

少年センター

子ども支援セ
ンター

情報モラル教室を行い、実例をもとにこどもたち
や保護者に対し、スマートフォンやインターネット
の使い方について啓発に努めます。
保護者向けの情報モラル教室では、家庭・学校・
地域と連携し、スマートフォンの使用に関する
ルールを決めることの重要性を伝え、遵守の徹
底に努めます。
和歌山市いじめ・不登校問題に関する検討委員
会で検討されたＳＮＳに関する啓発リーフレット
を、各保護者に配布します。

ー 0

依頼のあったすべての学校で非行防止教室「情報モラ
ル」については実施することができた。
和歌山市いじめ・不登校問題に関する検討委員会で検
討されたＳＮＳに関する啓発リーフレットを、各保護者に
配布済。

2.継続

129 5-(5) p108
学校・支援機関等と
の連携によるこども
や家庭への支援

子ども支援セ
ンター

スクールソーシャルワーカーや関係機関等と連
携し、困難を有する児童生徒とその家庭を支援
します。
中学校区の小学校も支援対象とし、兄弟間や家
族も含めた支援を行います。

スクールソー
シャルワー
カーの配置校
数

12,888

スクールソーシャルワーカーを全中学校区（義務教育
学校含む・夜間中学校除く）に配置。校区の小学校も
支援対象とし、兄弟間や家族を含めた支援を行ってい
ます。

2.継続

ー ー

全中学校区配
置（義務教育

学校
含む）

全中学校区配
置（義務教育

学校
含む）

全中学校区配
置（義務教育

学校
含む・夜間中

学校除く）

ー
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130 5-(5) p108
カウンセリングの実
施、保護者に対する
助言

こども家庭セ
ンター

心理担当支援員を中心に、養育環境や児童虐
待等により被害を受けたこどもの心のケアや、こ
ども・保護者の悩みや不安に対するカウンセリン
グを行います。
また、関係機関との連携を強化し、必要に応じて
専門的な支援へのスムーズな移行を図ります。

ー 0

家庭訪問や面談時に心理的な支援が必要だと判断し
た場合に、心理士が同席での面談を実施。また、より
専門的な診断が必要となった際には、病院への受診斡
旋・勧奨を実施。課題としては、心理的な支援の必要
の有無等がケースワーカーの判断に委ねられることが
多く、職員の経験により左右されること。
今後も引き続き、心理士と同行訪問など専門的支援を
実施。また、SVへの相談を通じて、心理士への繋ぎの
可否等について判断していく。

2.継続

131 5-(5) p108
不登校やいじめに関
する対策

子ども支援セ
ンター

電話や来所による教育相談を行い、不登校のこ
どもや保護者、教職員への支援を行います。
また、不登校やいじめに関する効果的な方策に
ついて検討します。
相談先の周知を継続して行い、支援につながる
ケースの増加を図ります。

ー 18,385

電話や来所による教育相談を行い、不登校のこどもや
保護者、教職員への支援を行っています。
第1回和歌山市いじめ・不登校問題に関する検討委員
会を開催し、効果的な方策について検討を行いまし
た。
保護者・教職員向けに相談先を掲載したリーフレット
を、児童生徒には相談ダイヤルカードを配付するととも
に、市民向けに市報や市SNSに相談先を掲載し、周知
をおこなっています。

2.継続

132 5-(5) p108
ふれあい教室及び
校内教育支援セン
ターによる支援

子ども支援セ
ンター

子ども支援センターにおいて、様々な理由で学
校に行きづらいこどものためのふれあい教室を
設置し、自己選択による学習活動・体験活動等
を通じて、社会的自立を支援します。
ＩＣＴ環境を活用し、デジタル学習教材等の利用
の促進を図るとともに、通級が難しい児童生徒
へのオンライン面談や、保護者支援として保護
者会の開催を行います。
また、学びが継続できる居場所の１つとして、市
立全中学校及び義務教育学校に設置している
校内教育支援センター（ＳＳＲ）において、不登校
生に寄り添った支援を行います。

ー 27,080

ふれあい教室において、デジタル学習教材等の利用
や、オンラインでのコミュニケーション練習を活かし、自
己選択による学習活動・体験活動等を通じて、社会的
自立を支援しています。保護者会2回開催済。
また、学びが継続できる居場所の１つとして、市立全中
学校（夜間中学校除く）及び義務教育学校に設置して
いる校内教育支援センター（ＳＳＲ）において、不登校
生に寄り添った支援を継続しています。

1.充実

133 5-(5) p109
こども・若者相談支
援の充実

青少年課

和歌山市子ども・若者支援庁内連絡会議によ
り、関係各課の連携を密にします。
「若者サポートステーションわかやま」との連携
を深め、就労支援だけでなく、生活支援や心理
的支援等、総合的なサポート体制を構築しま
す。

サポステ登録
者数

156 人 156 人 126 人 0

子ども・若者支援庁内連絡会議を継続して行い、庁内
での連携を図っていく。就労援助に加え総合相談窓口
としての機能を持つ若者サポートステーションwithyou
との連携を深め、若者支援を進める

2.継続

134 5-(5) p109
ひきこもり者への相
談支援の充実

保健対策課

和歌山市ひきこもり支援ステーション事業を継
続し、ひきこもり支援コーディネーターを中心に、
ひきこもりに関する相談支援を実施します。
和歌山県ひきこもり地域支援センター等と連携
しながら、相談者に適切な専門機関を紹介しま
す。

ー 6,983

和歌山市ひきこもり支援ステーション事業を継続し、ひ
きこもり支援コーディネーターを中心に、ひきこもりに関
する相談支援を実施します。
和歌山県ひきこもり地域支援センター等と連携しなが
ら、相談対応等支援を行います。

R7.10月末時点 ひきこもりに関する相談件数　482件

2.継続

ー ー ー

ーー ー

ー ー ー

ー ー ー

26



体系
ペー
ジ番
号

施策名 担当課 内容 指標項目
令和７年度
予算額（千

円）

令和７年度の実施状況と課題、
こども・若者・子育て当事者への意見聴取、
今後の取組方針等

今後の
方向性

令和１１年度
目標値

（計画策定時）

令和５年度
実績

（現状値）

令和７年度
実績

(令和７年10月
末現在)

135 5-(5) p109
ひきこもり者へのア
ウトリーチによる相
談支援

保健対策課

ひきこもり支援については、相談の拠点、また関
係機関との連携や協力が必要であり、引き続き
支援の体制整備とともに充実に向けた取組を行
います。
必要に応じて家庭への訪問支援を行うことがで
きるよう、方法や体制の整備に努めます。
委託先の事業所においても訪問支援できる体制
を維持し、アウトリーチによる支援を推進します。

ー 6,983

ひきこもり支援については、相談の拠点、また関係機
関との連携や協力が必要であり、引き続き支援の体制
整備とともに充実に向けた取組を行います。
ひきこもり状態にある方々にとって訪問を受けること
は、自ら発信して相談することよりもハードルが高いと
推察されますが、状況を見極めアウトリーチによる支援
できる体制の維持を図っています。

R7.10月末時点 ひきこもり者への訪問件数　50件

2.継続

136 5-(6) p110
若者への就労支援
の推進

産業政策課

若者が市内企業への理解を深められるよう、合
同企業説明会や市内企業へのインターンシップ
を開催することにより、若者の就労を支援しま
す。

就業支援事業
開催回数

5 回 5 回 4 回 7,634

高校生・大学生をはじめとした若年層を対象に、テーマ
ごとに特色を持たせた就職イベントを対面・オンライン
の形式で開催、また、その他関係機関と連携し、学生、
一般求職者向けの合同企業説明会やセミナーを開催
し、引き続き市内企業とのマッチング機会を提供し、若
者の就労を支援します。

2.継続

137 5-(6) p110 キャリア教育の推進 学校教育課

小学校では、働く人々との交流や職場（社会）見
学を実施するとともに、中学校では公共施設や
企業等と連携した職業体験活動等を行い、将来
を見据えた勤労観・職業観を形成し、自らの将
来に夢や目標を持てるような啓発に努めます。

「将来の夢や
目標を
持っている」と
答える若者の
割合

80.7 ％ 90 ％ 82.5 ％ 741
今年度も、小学校では、職場（社会）見学等を、中学校
では職業体験活動等を実施することができた。

2.継続

138 5-(7) p111
学校における性教育
の充実

給食管理課
（策定時・保健
給食管理課）
→学校支援課

人間尊重や男女平等の精神の徹底を図り、性に
関する基礎的・基本的な内容を、児童生徒の発
達の段階に即して正しい理解を促します。
また、児童生徒が、人間関係や現在及び将来直
面する性に関する諸課題に対して、適切な意思
決定や行動選択ができるよう、性に関する指導
を行います。

性教育の実施
率（小・中）

100 ％ 100 ％ 調査中 ％ 0

学習指導要領に基づき、心身の発育・発達、性感染症
等の知識だけでなく、生命の尊重や自己及び他者の個
性の尊重や生命の安全教育と相互に関連付けて指導
を行っている。集団指導では発達段階に応じた指導を
行い、個人差が見られる内容においては個別指導をあ
わせて実施することが必要である。引き続き、性教育
の充実を図る。

2.継続

139 5-(7) p111

学校における喫煙防
止、飲酒防止、薬物
乱用防止教育の充
実

少年センター

給食管理課
（策定時・保健
給食管理課）
→学校支援課

喫煙防止、飲酒防止、薬物乱用防止教室を行
い、健康や社会に与える悪影響について、理解
を促します。
医師、歯科医師、薬剤師を中心とした和歌山禁
煙教育ボランティアの会による喫煙防止教室を
各学校で実施するよう周知し、健康教育の充実
を図ります。

ー

【薬物乱
用防止教

室】２
【喫煙防
止教室】

21

回
【薬物】０
【喫煙】０

【薬物乱用防止教室】
依頼のあったすべての学校で非行防止教室「薬乱・喫
煙・飲酒防止」については実施することができた。【喫
煙防止教室】
和歌山禁煙教育ボランティアの会の協力を得て、喫煙
及び受動喫煙が健康に及ぼす影響について、がん教
育とも関連づけて指導できた。実施校の拡大を図って
いく。

2.継続ー

ー ー ー

ー

27



体系
ペー
ジ番
号

施策名 担当課 内容 指標項目
令和７年度
予算額（千

円）

令和７年度の実施状況と課題、
こども・若者・子育て当事者への意見聴取、
今後の取組方針等

今後の
方向性

令和１１年度
目標値

（計画策定時）

令和５年度
実績

（現状値）

令和７年度
実績

(令和７年10月
末現在)

140 5-(7) p111
エイズ(ＡＩＤＳ)、性感
染症(ＳＴＩ)、性教育
出前講座の開催

保健対策課

学校及び関係機関からの希望に応じて出前講
座を実施します。
中高生を中心に若年層を主対象とした啓発、正
しい知識の普及に努め、世界エイズデーに合わ
せ、市内商業施設で啓発イベントを実施するとと
もに、学校等にパンフレットを送付します。
また、ＳＮＳでエイズに関する情報を発信し、啓
発を実施します。

出前講座回数 3 回 2 回 2,181

障害児福祉施設にて出前講座を実施やエイズデーイ
ベントに合わせ、商業施設での啓発イベントを実施しま
した。引き続き、若年層を中心に、正しい知識と予防に
ついて普及啓発に取り組んで行きます。

2.継続

141 5-(7) p111 自殺対策の推進 保健対策課

自殺対策を支える人材養成として、ゲートキー
パー養成に取り組みます。
「生きることの包括的な支援」に関わる支援者等
に対して、ゲートキーパー研修等の自殺対策に
関する研修等を実施するとともに、出前講座の
実施形態について、対面に限らず、ＩＣＴを活用し
柔軟に実施します。
また、周囲の人が自殺の危険を示すサインに気
づき、適切に行動できるよう、必要な基礎的知
識の普及を図ります。

出前講座回数 8 回 1 回 14,857
出前講座申込に対応するだけでなく、「生きることの包
括的な支援」に関わる支援者等に対するゲートキー
パー研修の実施も継続して行っています。

2.継続

142 5-(7) p112
赤ちゃんふれあいプ
ロジェクト（赤ちゃん
教室）

学校支援課

児童・生徒が親子とふれあうことで、命の重み、
親に対する感謝を再認識し、家庭のあり方、子
育ての大切さを学ぶ機会を提供します。
多くの児童生徒が赤ちゃんとふれあうことができ
るように回数を増やしていきます。

小学校・中学
校実施回数

3 回 18 回 4 回 100

親子と触れ合うことで、親への感謝や命の大切さを実
感することができた。赤ちゃんの体調のことを考えると
実施期間が限られるので、実施校が増えると調整が難
しくなってくる。

2.継続

143 6-(1) p113 学習支援
生活支援第２
課

他機関等と連携をとりながら、基礎学力向上等
の学習支援や進学等に関する教育相談、学習
の場所・機会の提供を通じ、高等学校等への進
学の支援を行います。

受講者数 9 人 15 人 10 人 2,968

　前年度に引き続き、高等学校への進学を支援するた
め、委託により、学習支援や教育相談等を行ってい
る。
　今後も、当該事業の実施することにより、貧困の連鎖
の解消を目指すとともに、対象の拡大など事業内容に
ついては、検討する。

2.継続

144 6-(1) p113
文化芸術による子
供育成総合事業

学校教育課

こどもたちに質の高い文化芸術を鑑賞・体験す
る機会の確保や芸術家による計画的・継続的な
ワークショップ等の実施により、こどもたちの豊
かな創造力・想像力や、思考力、コミュニケー
ション能力等を養います。

ー 0

引き続き、こどもたちに質の高い文化芸術を鑑賞・体
験する機会の確保や芸術家による計画的・継続的な
ワークショップ等の実施により、こどもたちの豊かな創
造力・想像力や、思考力、コミュニケーション能力等を
養う。

2.継続

145 6-(1) p113
学校における食育の
推進

学校教育課

給食管理課

学校教育活動全体を通して、学校における食育
の推進を図り、食に関わる資質・能力の育成を
目指します。
また、食事環境の整備、献立内容の充実、給食
指導の推進、家庭との連携の強化等、学校給食
のより一層の充実を図るなど、学校における食
育を推進します。

行事食や地産
地消の日の給
食提供回数

26 回 28 回 12 回 37

今年度も、行事食や地産地消の日の給食を提供した。
今後も、食事環境の整備、献立内容の充実、給食指導
の推進、家庭との連携の強化等、学校給食のより一層
の充実を図るなど、学校における食育を推進していく。

2.継続

ー

増加

増加

ー ー
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146 6-(1) p113
特別支援教育児童
生徒指導事業
【再掲№114】

学校支援課

各小学校を窓口とした就学相談を行うとともに、
教育支援委員会において学びの場の検討を行
います。
障害のある児童・生徒の適正な学びの場につい
て検討するとともに、就学に関する相談も実施し
ます。
保健センターや保育こども園課と連携しながら、
丁寧な就学相談を行っていきます。

教育支援委員
会・相談の実
施率

100 ％ 100 ％ 100 ％ 150
引き続き、就学に関する相談会を実施するとともに、適
正な学びの場について審議する。

2.継続

147 6-(1) p113
学校教育相談体制
の充実
【再掲№116】

学校支援課

いじめや不登校及び児童生徒の生活上の課題
に適切な対応ができるよう、学校や関係機関と
の連携による支援体制づくりを推進します。
全小学校・中学校・市立高等学校にスクールカ
ウンセラーを配置し、カウンセリングの手法で児
童生徒に対する相談支援を実施します。
また、保護者や教職員に対する相談、教職員等
への研修、事件・事故・災害等の緊急対応にお
ける被害児童生徒の心のケアを行います。

ー 1,516

（小・中・義務教育学校）
カウンセリングの手法で児童生徒に対する相談のほ
か、保護者や教職員に対する相談、教職員等への研
修、事件・事故・災害等の緊急対応における被害児童
生徒の心のケアを行います。
（市高）
カウンセリングの手法で児童生徒に対する相談のほ
か、保護者や教職員に対する相談、教職員等への研
修、事件・事故・災害等の緊急対応における被害児童
生徒の心のケアを行います。

2.継続

148 6-(1) p114
不登校やいじめに関
する対策
【再掲№131】

子ども支援セ
ンター

電話や来所による教育相談を行い、不登校のこ
どもや保護者、教職員への支援を行います。
また、不登校やいじめに関する効果的な方策に
ついて検討します。
相談先の周知を継続して行い、支援につながる
ケースの増加を図ります。

ー 18,385

電話や来所による教育相談を行い、不登校のこどもや
保護者、教職員への支援を行っています。
第1回和歌山市いじめ・不登校問題に関する検討委員
会を開催し、効果的な方策について検討を行いまし
た。
保護者・教職員向けに相談先を掲載したリーフレット
を、児童生徒には相談ダイヤルカードを配付するととも
に、市民向けに市報や市SNSに相談先を掲載し、周知
をおこなっています。

2.継続

149 6-(1) p114
こどもの貧困に関す
る啓発

子育て支援課
こどもの貧困の信号を早期に発見し、適切な支
援につなげるため、関係機関と連携を図ります。

ー ー
適切な支援につなげるため、引き続き、関係機関と緊
密に連携を図っていく。

2.継続

子育て支援課

こども家庭セ
ンター

150 6-(2) p115
こどもの居場所づく
り（児童育成支援拠
点事業）

か
所

3 0
か
所

0

養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場
所のない児童等に対して、当該児童の居場所と
なる場を開設し、児童とその家庭が抱える多様
な課題に応じて、生活習慣の形成や学習のサ
ポート、進路等の相談支援、食事の提供等を行
うとともに、児童及び家庭の状況をアセスメント
し、関係機関へのつなぎを行う等の個々の児童
の状況に応じた支援を包括的に提供します。

実施か所数

　現在、日本財団の助成事業を活用し、運営している
「こども第三の居場所」についは、２年後に国の児童育
成支援拠点事を活用する運営に、問題なく移行できる
よう、支援を行っていく。
　また、こどもの居場所の個所数を増やせるよう、新規
参入事業者に対し、必要な支援を行っていく。

2.継続ー

ー ー ー

ーーー

ーーー
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子育て支援課
寄附等のマッチングやコミュニティセンターの減免等を
継続して実施し、運営の支援を行います。

2.継続

生涯学習課
コミュニティセンターの使用について、使用料の減免を
通して、安心・安全な子供食堂が運営できるよう支援し
ます。

2.継続

152 6-(2) p115
生活困窮者自立支
援事業

生活支援第２
課

生活保護に至る前の段階から早期に支援を行う
ことで、生活困窮状態からの早期自立を支援し
ます。
就労の支援その他の自立に関する問題につき、
生活困窮者からの相談に応じ、必要な情報の提
供及び助言を行います。
面談による相談だけでなく電話相談やインター
ネットでも相談を受け付けて対応します。
他機関等とも連携をとりながら、引き続き生活困
窮者の自立等が円滑に進むよう支援します。

延べ相談件数 942 件 1,200 件 825 件 23,048

　生活保護の一歩手前の支援として、相談支援員４人
により、『相談』を中心とした支援を提供している。

　今後、支援を必要とする人に必要な支援を早期に届
けるため、市社協等の関係機関との連携を強化すると
ともに、アウトリーチを充実させたい。
　また、支援対象者の多様なニーズに対応できるよう
就労準備支援事業等の個別事業については、ブラッ
シュアップを検討する。

2.継続

153 6-(2) p115
養育費確保支援補
助金制度

こども家庭課

養育費に関する公正証書等の作成で負担した
経費や、保証会社と養育費保証契約を締結した
際に負担した経費、養育費確保のための強制執
行で負担した経費について、市が補助します。

支給件数
（公正証書等
作成費補助）

55 件 65 件 23 件 1,140
今後も制度周知を進めることで、養育費の継続した履
行確保を図り、もってひとり親家庭の生活の安定を促
進する。

2.継続

154 6-(2) p116 里親制度
こども家庭セ
ンター

実の家庭で暮らすことのできないこども達に対
し、深い愛情と理解を持って育ててくれる里親の
認知度を高める啓発活動を関係機関と連携し行
います。また、引き続き里親相談会によって里
親の新規開拓を行います。

ー 30

里親支援センターと連携し、里親相談会や個別相談
会、啓発映画上映会などを実施。課題としては、各種
事業への参加者が少ないこと。
今後も、里親支援センターと連携した取組を展開す
る。

2.継続

155 6-(3) p116 求人情報等の提供 産業政策課
ハローワーク発行の「ハローワーク求人情報」等
を活用し、求職者に対して情報提供を実施しま
す。

情報提供回数 50 回 50 回 50 回 ー
産業政策課で実施している労働相談、巡回相談におい
て求職者より情報提供を求められた際に引き続き対応
します。

2.継続

156 6-(3) p116 転職・再就職の支援 産業政策課
転職や再就職を支援するため、就職支援事業
や関係機関と連携した事業を継続して実施しま
す。

事業開催回数 4 回 4 回 4 回 2,484
女性の採用に積極的な企業約３０社と女性求職者が参
加する合同企業説明会の実施及び他機関の就職フェ
アの後援を引き続き実施します。

2.継続

151 6-(2) p115 子供食堂への支援 ー ー ー

ー ー ー

ー

「子供食堂（こどもの居場所）」の開催状況等を
ホームページ等で発信し、利用したい子供食堂
の情報がすぐに得られるよう支援します。
運営に必要な地域資源（食材や物資など）を提
供する団体等との連携を支援し、寄付等のマッ
チングを行います。
コミュニティセンターの使用について、使用料の
減免を通して、安心・安全な子供食堂が運営で
きるよう支援します。

ー
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157 6-(4) p117 就学援助 学校支援課

経済的な理由により就学が困難な児童生徒の
保護者に対し、学用品、給食費、修学旅行費等
の援助を行います。
また、学用品費等の支給単価を国基準並みで
維持していきます。

ー 3,501 人 176,947
引き続き、就学援助制度の周知徹底に努め、また、今
後も学用品費等の支給単価を国基準並みで維持して
いきたい。

2.継続

158 6-(4) p117
実費徴収に係る補
足給付を行う事業

保育こども園
課

新制度未移行幼稚園を利用する低所得世帯や
多子世帯について、給食費として実費徴収して
いる費用のうち、副食費の助成を実施します。

ー 0 人 4,444
前年度と同様のスケジュールで助成を行えるよう、現
在、対象者を確認中。対象者が確定次第速やかに交
付を行う予定。

2.継続

保育こども園
課

334,703
前年度と同様のスケジュールで無償化を行っている。
引き続き実施することで、経済的負担の軽減に努め
る。

2.継続

障害者支援課 ー

幼児教育・保育の無償化に伴う施設等利用費の給付
や児童発達支援等の利用者負担の無償化を引き続き
実施します。

2.継続

教育政策課 ー
引き続き幼児教育・保育の無償化を実施することで、
保護者の経済的負担の軽減に努める。

2.継続

160 6-(4) p118
小学校給食費の無
償化

給食管理課
小学校給食における給食費の無償化を継続しま
す。

市立小学校の
給食費無償化
実施割合

100 ％ 100 ％ 100 ％ 947,744

【実施状況】
令和６年度に引き続き令和７年度においても、保護者
負担の軽減のため給食費無償化を実施した。

【課題】
全国的な給食材料等物価高騰により、給食費単価を
年々上がっている状況である。無償化により保護者負
担はないものの、継続して安心安全な給食の提供を続
けるためにも、市の負担が増え続ける可能性が高い。

【今後の取組方針】
今後も継続して無償化を実施する予定。

2.継続

ー
幼児教育・保育の無
償化

p1176-(4)159

幼稚園、保育所、認定こども園を利用する３歳か
ら５歳までの児童及び０歳から２歳までの住民税
非課税世帯の児童の利用料を無償化します。
認可外保育施設等を利用する保育の必要性が
あると認定された児童についても、一定の上限
月額のもと、その利用料を無償化します。
満３歳になって初めての４月１日から就学前の障
害児の発達支援についても、障害児通所施設の
利用料を無償化します。
幼児教育・保育の無償化に伴う施設等利用費の
給付や児童発達支援等の利用者負担の無償化
を引き続き実施します。

ー ーー

ーー

ー ー
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161 6-(4) p118
中学校全員給食化・
給食費の無償化

給食管理課
中学校給食センターの整備を行い、安心・安全
な学校給食を提供し、その給食費の無償化を目
指します。

市立中学校の
給食費無償化
実施割合

100 ％ 0 ％ ー

【実施状況】
令和７年度は、給食費の保護者負担額における物価高
騰分を一部助成し、無償とはならずとも負担軽減に貢
献した。
全員給食の実施は令和８年４月開始を予定しており、
現在中学校給食センターの開業に向け建設等準備を
計画的に進めている段階である。

【課題】
全国的な給食材料等物価高騰により、給食費単価は
年々上がっている状況である。継続して安心安全な給
食の提供を続けるためにも、市の負担が増え続ける可
能性が高い。

【今後の取組方針】
令和８年４月に中学校給食センターが開業予定であ
り、全員給食開始に伴い給食費無償化も実施する予
定。

2.継続

162 7-(1) p119 児童手当の支給 こども家庭課

令和６年10月の制度改正による18歳年度末ま
での支給期間延長、第３子の支給額倍増、所得
制限撤廃、年６回の支給、多子加算のカウント方
法見直しを適切に実施します。
また、窓口での案内、市報やホームページ等を
活用した周知・広報活動により、申請漏れを防
ぎ、適正に支給を行うよう努めます。

ー 25,189 件 6,773,340
制度改正後新たな周知チラシを作成し、配布を行いま
した。申請遅れにより手当の受給開始月が遅れるケー
スを防ぐため、更なる周知徹底に努めていきます。

2.継続

163 7-(1) p119 こども医療費助成 こども家庭課

高校卒業年齢までのこどもを対象に、保険診療
の自己負担額助成を継続して実施します。
所得制限撤廃や対象年齢拡大の効果を検証し
つつ、医療費の動向を注視します。
また、保険証廃止に向けた運営方法の見直しを
行い、より効率的で利用しやすい制度を目指し
ます。

ー 1,674,088

新規及び再交付のオンライン申請を開始しました。
その効果を検証し、引き続き効率的で利用しやすい制
度を目指します。

R7.10月末時点実績：370,132

2.継続

164 7-(1) p119
出産育児一時金の
支給

国保年金課

国民健康保険に加入している人が出産したとき
に、出産育児一時金の支給を継続して実施しま
す。
直接支払制度の利用を促進し、出産時の経済的
負担を軽減します。
また、国保加入期間が６か月未満の場合の二重
払い防止に留意しつつ、適切な給付を行いま
す。

ー 104,844

令和7年10月末で79件36,314,145円を支給していま
す。このうち直接支払制度利用分は78件35,814,145
円、窓口申請分は1件500,000円です。国保加入期間
が、6か月未満の場合は、前保険者との二重払いに注
意し、今後も施策を継続します。

R7.10月末時点実績：100%
（申請に対して、漏れなく給付を行った）

2.継続

ー

ー ー

ー ー

ーー ー

ー
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令和７年度
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今後の取組方針等

今後の
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目標値

（計画策定時）

令和５年度
実績

（現状値）

令和７年度
実績

(令和７年10月
末現在)

保育こども園
課

123,009
前年度に引き続き、対象者の保育料を無償化してい
る。引き続き無償化を実施することで、子育て世帯の
経済的負担の軽減に務める。

2.継続

子育て支援課 900

申請件数は前年度と同程度で、経済的負担の軽減に
はつながっているものの、手続きに際し、申請者の利
便性の向上させる余地があるため、今後それを検討し
ていく。

R7.10月末時点申請件数；45件

2.継続

障害者支援課 1,109
全体件数に大きな変動はなく、子育て中の多子世帯に
対する経済的支援として障害児通所支援サービスの
自己負担額の一部助成ができている。

2.継続

166 7-(1) p119
産前産後期間の保
険料減額

国保年金課

出産予定日（または出産日）が属する月の前月
から、出産予定日（または出産日）が属する月の
翌々月の計４か月分の保険料を減額します。
多胎妊娠・出産の場合は、出産予定日（または
出産日）が属する月の３か月前から６か月間を減
額します。

ー 3,507,000

令和7年度の軽減対象者数96件、2,007,429円を軽減
しています。窓口での案内、ホームページ等を活用し
た周知、広報活動により、申請漏れを防ぎ、適正に申
請していただけるように努
めます。

R7.10月末時点実績：100%
(申請に対して、漏れなく保険料軽減を行った）

2.継続

167 7-(1) p120
妊婦のための支援
給付

地域保健課

妊婦支援給付金として、妊娠届出後速やかに５
万円を、その後妊娠しているこども１人当たり５
万円を支給します。
給付金の支給にあたっては、保健センターにお
ける相談支援やこんにちは赤ちゃん事業・新生
児訪問指導等を効果的に組み合わせることによ
り、妊娠・出産期における負担の軽減のための
総合的な支援につなげます。

ー 210,509

令和７年度から法定化され、妊婦支援給付金として支
援を行っている。案内漏れや申請忘れがないよう、妊
娠届出時の案内の徹底や未申請の方へ勧奨を行う
等、取組みを継続していく。

2.継続

168 7-(1) p120
こども未来ギフト事
業

子育て支援課
こどもたちの健やかな成長を願うとともに、未来
を応援するため、本市で生まれた全てのこども
の誕生をお祝いし、ギフトを贈呈します。

申請率 100 ％ 87.4 ％ 13,783

チラシ・市報・ラジオ等を通しての事業周知、未申請者
に対して通知を送付するなど、申請率を向上させられ
るよう対策に取り組んでいる。今後ギフトの種類を拡充
予定。

1.充実

子育て中の多子世
帯に対する経済的
支援

p1197-(1)165 ー ー

ー

ーー

ー

多子世帯の経済的負担を軽減するため、教育・
保育施設等において、第２子は一定の所得制限
のもとで、第３子目以降は所得に関係なく保育料
を無償化します。
また、一時預かり事業、ファミリー・サポート・セ
ンター事業等の利用料助成を継続します。

ー

ー

ー

ーー
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(令和７年10月
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169 7-(1) p120 不妊対策事業 地域保健課
不妊治療に要する費用の一部を助成し、また、
不妊相談を実施します。

ー 17,430
不妊治療等に要する費用の一部を助成し、不妊に悩
む方の経済的負担を軽減することで、不妊治療等を受
けやすい環境づくりに努める。

2.継続

170 7-(2) p121 わかやまKoiむすび 子育て支援課

結婚を希望しているにも関わらず、出会いの機
会が少ない市民に出会いの機会を提供します。
地域で出会いの場を提供してきた世話人同士が
連携して、結婚を望む市内の独身者にお見合い
型の出会いの場を提供します。
また、婚活イベントを実施します。

独身者登録数 108 人 350 人 177 人 2,716
近年の社会状況の変化や民間事業者による婚活サー
ビスの充実・多様化に伴い、事業の在り方を見直すた
め、R8.2.18をもって休止しました。

4.完了(廃
止)

171 7-(2) p121
結婚新生活支援事
業

子育て支援課

結婚新生活支援事業 新たに結婚した者に対し
て、和歌山市結婚新生活支援補助金を交付し
て、新婚世帯を経済的に支援します。
補助対象経費は、住宅の購入費や賃借費等の
主に住宅に係る費用や引越し費用となります。

申請件数 150 件 50 件 45,000

婚姻届の際のチラシ配布等により、積極的に広報して
おり、毎年申請者数も増加傾向にある。
令和6年度申請者に対するアンケート結果によると、結
婚にあたって経済的不安を抱えていた人が9割を超え
ている。新婚世帯への経済的支援が結婚へのきっか
けの1つとなるよう、引き続き本事業継続していく。

2.継続ー

ー ー ー
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